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第１章 事業者の氏名及び住所 

1 事業者の名称及び代表者の氏名 

名 称：太田市外三町広域清掃組合 

代表者：管理者 清水聖義 

2 事業者の主たる事務所の所在地 

群馬県太田市細谷町６０４番地１ 
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第２章 対象事業の目的及び内容 

 

1 事業の名称 

太田市外三町広域一般廃棄物処理施設整備事業 

 

2 事業の目的 

太田市外三町広域清掃組合（以下、「組合」という。）は、太田市、千代田町、大泉町及び邑楽町の

一市三町で構成されており、ごみの減量、再資源化の推進、地球環境の保全と資源の有効利用を図り、

資源循環型社会の構築を目指した事業に取り組んでいる。 

一方、一市三町における可燃ごみは、平成９年３月竣工（昭和53年設置・平成８年改修）の太田市

清掃センター３号炉（150ｔ／24ｈ×１炉）、平成４年３月竣工の太田市清掃センター４号炉（85ｔ／

24ｈ×２炉）において太田市で発生する可燃ごみを、平成４年１月竣工の大泉町外二町清掃センター

（97.5ｔ／24ｈ×２炉）において、千代田町、大泉町、邑楽町で発生する可燃ごみを焼却処理してい

る。 

このような状況において、一市三町では、共同処理に向けた広域ごみ処理体制の構築を目指すなか、

ともに老朽化した２箇所の現有施設を１箇所に統合し、最新の技術動向や地域環境、安定性、経済性

等を考慮した新たな施設を整備することとなった。 

本事業は、最新のごみ処理技術を導入し適正かつ安全な施設を実現するとともに、ごみから得られ

るエネルギーの積極的活用によって、新しいエネルギー回収施設の実現を目指し、環境負荷の低減に

寄与するなど循環型社会の形成を推進することを目的とするものである。 

 

3 事業の種類 

廃棄物処理施設の設置 

 

4 事業の位置 

対象事業実施区域の位置は、群馬県太田市細谷町及び藤阿久町地内であり図2.4-1に示すとおりであ

る。 

 

5 事業の規模 

敷地面積：約 4.4ha 

施設規模：330ｔ／日 

 

6 施設の名称 

太田市外三町広域清掃組合クリーンプラザ（以下、「クリーンプラザ」という。） 
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図2.4-1　対象事業実施区域の位置

：廃棄物運搬車両主要走行ルート

2-2



7 対象事業の実施状況  

7.1 土地利用（施設配置） 

対象事業は令和３年４月から供用を開始しており、土地利用の概要は表 2.7-1 に示すとおりであ

る（図 2.7-1参照）。 

なお、工場棟（クリーンプラザ）の配置（大きさ）について、「太田市外三町広域一般廃棄物処理

施設整備事業に係る環境影響評価書（平成 29年２月）太田市外三町広域清掃組合」（以下「評価書」

という。）のとりまとめ段階では、いずれのプラントメーカーが工事を施工、機器・設備を配置した

場合にも建屋内に収まるように、最大の大きさで計画している。実施設計では評価書時よりも高さ

がやや高くなったが、建築面積は大幅に小さくなりコンパクトな建屋となっている。配置について

は大きな差はないが工場棟（クリーンプラザ）がコンパクトになった分、評価書時よりも北側の敷

地境界から離れた位置となっている。 
 

表 2.7-1 土地利用の概要 

区 分 概 要 

主要施設 
建築物 

工場棟（クリーンプラザ）、計量棟、煙突、ストッ

クヤード、洗車場、管理棟 

その他 場内道路、緑地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7-1 土地利用（施設配置） 

  

（新施設） 

：緩衝緑地帯 
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写真 2.7-1 施設空撮写真 

2-4



7.2 施設整備の概要 

対象事業の主要施設等の概要は表 2.7-2 に示すとおりである。なお、評価書からの相違点として

は、先述したとおり、工場棟（クリーンプラザ）がコンパクトになった点を除き、大きな相違点は

ない。 

表 2.7-2 主要施設等の概要 

区 分 概 要 評価書からの相違点 

建
築
物

工場棟 
鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート

造、 

工場棟寸法：約 84ｍ×47ｍ、 

高さ約 36ｍ、煙突高：59ｍ 

評価書時の工場棟の建築
面積約 55ｍ×100ｍ、高
さ約 31ｍであり、建屋は
高くなっているが、建築
面積は大幅に小さくなり
容積はコンパクトになっ
ている。煙突高：59ｍは
変わらない。 

煙突 

管理棟 

旧施設稼働時から使用してきたリサイクルプラザ管理

棟を、クリーンプラザの管理棟として継続して使用す

る。 

評価書時からの相違はな

い。 

処理能力 330 t／日（165 t/24 h×２炉） 

処理方式 全連続燃焼方式（ストーカ炉） 

排ガス処理設備 

ばいじん ：バグフィルタ 

塩化水素、硫黄酸化物：乾式 HCl・SOx除去装置 

窒素酸化物：還元剤吹込装置（無触媒脱硝） 

ダイオキシン類：（バグフィルタ）＋活性炭吹込装置 

排ガス処理フロー 

熱回収方法 廃熱ボイラ方式 

灰処理 焼却残渣の 32％以上の再資源化を目指す。 

給水 水道水、地下水、排水処理後の再利用水、雨水 

排水 
再利用しきれないプラント排水（処理水）、生活排水は

下水道放流 

施設竣工 令和３年４月 

薬品 排出

焼却炉

還元剤吹込給装置

ボイラ

エコノマイザHCl・SOｘ除去装置

活性炭吹込装置

ろ過式集じん器

誘引送風機

凡　　例
煙突

　排ガス
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図 2.7-2 処理フローイメージ図 
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7.3 公害防止基準値 

対象事業の大気質、騒音、振動、悪臭の各項目の法規制値について表 2.7-3 に示す。 

廃棄物処理施設で重要と考えられる大気質については、施設の立地条件、最近の公害防止技術等

を考慮して自主基準値を設定している（表 2.7-4、表 2.7-5参照）。 

また、悪臭について、対象事業実施区域は臭気指数 21区域に指定されているが、近隣に複数の学

校及び福祉施設等が立地していることを踏まえ、臭気指数 15区域と同等の自主基準値を設定してい

る。 

 

表 2.7-3 公害防止に係る法規制値等（大気質、騒音、振動、悪臭） 

 

  

備考

硫黄酸化物 Ｋ値1)＝8.0 群馬県行政指導値

ばいじん 0.04g/m3N以下 大気汚染防止法（4t/時以上の廃棄物焼却炉）

塩化水素 700mg/m3N以下 大気汚染防止法（廃棄物焼却炉）

窒素酸化物 250ppm以下 大気汚染防止法（廃棄物焼却炉(連続炉)）

水銀 30μg/m3N以下 大気汚染防止法（廃棄物焼却炉）

ダイオキシン類 0.1ng-TEQ/m3N以下 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法（4t/時以上の廃棄物焼却炉）

 6:00～ 8:00 50ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下

 8:00～18:00 55ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下

18:00～21:00 50ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下

21:00～ 6:00 45ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下

 8:00～19:00 65ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下

19:00～ 8:00 55ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下

敷地境界（臭気指数）21以下 悪臭防止法（指数21区域）

煙突出口 悪臭防止法施行規則第６条の２に定める方法により算出した臭気指数以下

排出水（臭気指数） 37以下 悪臭防止法（指数21区域）

注：1)Ｋ値は、地域ごとに定められる値であり、対象事業実施区域における「大気汚染防止法」の排出基準は17.5で

　　　あるが、群馬県の行政指導値で8.0となっている。

項目 法規制値等

大
気
質

法規制値より
厳しい自主基準値

を設定
（水銀について
は、法規制値と
同値を設定）

（表2.7-4参照）

振
動

振動規制法（第１種区域）
ただし、県立太田高等特別支援学校の敷地の周囲おおむ
ね50mの区域内は左記から5ﾃﾞｼﾍﾞﾙを減じた値となる。

－

悪
臭

法規制値より
厳しい自主基準値

を設定
（表2.7-5参照）

騒
音

騒音規制法（第２種区域）
ただし、県立太田高等特別支援学校の敷地の周囲おおむ
ね50mの区域内は左記から5ﾃﾞｼﾍﾞﾙを減じた値となる。

－

2-7



表 2.7-4 自主基準値（大気質 排ガス：O212%換算値） 

項 目 法規制値等  自主基準値 

ばいじん 0.04g/㎥ N 以下 0.01g/㎥ N 以下 

塩化水素(HCl) 
700mg/㎥ N 以下 

50ppm 以下 
(約 430ppm 以下) 

硫黄酸化物(SOx) 
K 値 8 

(500ppm 程度) 
30ppm 以下 

窒素酸化物(NOx) 250ppm 以下 50ppm 以下 

水銀(Hg) 30μg/㎥ N 以下 30μg/㎥ N 以下 

ダイオキシン類(DXNs) 0.1ng-TEQ/㎥ N 以下 0.05ng-TEQ/㎥ N 以下 

注：硫黄酸化物の 500ppm は新施設（クリーンプラザ）での想定値を示す。 

 

表 2.7-5 自主基準値（悪臭） 

項 目 規制基準 自主基準値 

敷地境界（臭気指数） 

１号規制 
21 以下 15 以下 

煙突出口 

２号規制 

悪臭防止法施行規則第

６条の２に定める方法

により算出した臭気指

数以下 

悪臭防止法施行規則第

６条の２に定める方法

により算出した臭気指

数以下 

排出水（臭気指数） 

３号規制 
37 以下 31 以下 

 

7.4 廃棄物運搬車両走行ルート 

廃棄物運搬車両の主要走行ルートを図 2.7-3 に示す。 

 

8 施設計画の変更内容  

施設計画について、評価書時からの変更は施設の大きさ以外特にない。 

  

2-8



0 250 500 1000m

Ｓ＝1:25,000
Ｎ

凡例

県道　鳥山・竜舞線

国
道

407
号

国道354号

対象事業実施区域

：走行方向

図2.7-3　廃棄物運搬車両主要走行ルート

：廃棄物運搬車両主要走行ルート
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9 環境の保全のための措置の実施状況 

供用時の環境の保全のための措置の実施状況を表 2.9-1 に示す。 

なお、表中の評価書の記載内容欄には「第２章 6.5 環境保全計画」における内容、または第８章に

記載した環境影響評価項目ごとに環境の保全のための措置をとりまとめた。なお、「第２章 6.5 環境

保全計画」の内容は、第８章の「環境の保全のための措置」にも同意の記載がある。 

 

表 2.9-1(1/18) 環境の保全のための措置の実施状況（大気質） 
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表 2.9-1(2/18) 環境の保全のための措置の実施状況（大気質） 

 

  

措置の内容 写真

―

・廃棄物運搬車両が集中しないよ
う搬入ルートの分散化に努める。

・廃棄物運搬車両は、運転する際
に必要以上の暖機運転(アイドリ
ング)をしないよう、運転手への
指導を徹底する。

・必要以上のアイドリングをしな
いよう、廃棄物運搬車両運転手へ
の指導を徹底している。 ―

・廃棄物運搬車両及び事務車両
は、低公害車(天然ガス車など)を
積極的に導入する。

・低公害車(ハイブリッド車)を積
極的に導入している。

評価書の記載内容

⑴
　
大
　
気
　
質

・廃棄物運搬車両は、速度や積載
量等の交通規制を遵守する。

・廃棄物運搬車両は、穏やかな発
信、急激な加減速の抑制に努め、
速度や積載量等の交通規制を遵守
している。

―

・通勤通学時間帯は、廃棄物運搬
車両が集中しないよう搬入時間の
分散化に努めるとともに通学児童
に配慮した搬入ルートを設定す
る。

・廃棄物運搬車両の搬入時間及び
搬入ルートの分散を行っている。
また、通学児童に配慮したルート
の設定を行っている。

・計画施設（廃棄物焼却施設）は
水銀排出施設に該当する。（大気
汚染防止法の一部を改正する法律
（平成27年6月19日成立、同日公
布）、大気汚染防止法施行規則の
一部を改正する省令（平成28年9
月26日公布））
設置に際しては届出が義務付けら

れ、排出基準（30μg／m3N)につ
いても規定された。施行期日
は、平成30年４月１日（我が国に
ついて水銀に関する水俣条約が効
力を生ずる日が平成30年
４月１日以降となった場合は、当
該条約が効力を生ずる日）であ
り、最新の情報に留意し事業
計画にあたるものとする。

・最新の情報に留意し事業を実施
しており、現況における排出基準

は30μg／m3N以下を遵守してい
る。

―
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表2.9-1(3/18) 環境の保全のための措置の実施状況（悪臭） 

  

措置の内容 写真

・計画地は臭気指数21区域に指定
されているが、近隣に複数の学校
及び福祉施設等が立地しているこ
とを踏まえ、臭気指数15区域と同
等の自主基準値を設定する。

・臭気指数15区域と同等の自主基
準値を設定し、遵守している。

―

評価書の記載内容

⑵
　
悪
　
臭

・ごみピットには、外部との開口
部を必要最小限にするため車両感
知式投入扉を設置し、ごみ投入時
以外は扉を閉鎖することにより臭
気の漏洩を防止する。

・ごみピットには車両感知式投入
扉を設置し、臭気の漏洩を防止し
ている。

・プラットホ―ム出入り口にはエ
アカーテンを設置して、臭気の漏
洩を防止する。

・プラットホ―ム出入り口には臭
気の漏洩を防止するため、エア
カーテンを設置している。

・洗車スペースでは、洗浄水の飛
散防止とともに、ごみ汚水、洗浄
水は、洗車棟内に滞留させること
なく速やかに排水させ、排水処理
装置で処理する。

・洗浄水は速やかに排水し、排水
処理装置で処理している。

―

・計画施設の休炉時には、ごみ
ピットの悪臭が漏洩しないよう脱
臭装置に吸引・処理し、大気へ放
出する。

・休炉時には、ごみピットの悪臭
が漏洩しないよう脱臭装置で吸
引・処理し、大気へ放出してい
る。

・ごみピットに投入扉を設置し、
ピット内を負圧に保つことにより
臭気の漏洩を防止する。

・ごみピットに投入扉を設置し、
ピット内を負圧に保つことにより
臭気の漏洩を防止している。

・ピット室内の臭気を含む空気は
燃焼用空気として焼却炉の中へ送
り込み高温で分解処理する。

・燃焼用空気として焼却炉の中へ
送り込み、高温で分解処理してい
る。

―
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表 2.9-1(4/18) 環境の保全のための措置の実施状況（騒音） 

 

  

措置の内容 写真

⑶
　
騒
　
音

・敷地の北側、東側には緩衝緑地
を設ける。

・敷地の北側、東側に緩衝緑地を
設けている。

・騒音の発生源となる機器を敷地
境界から離した位置に設置する。
（大きな騒音を発生させる機器・
設備は、可能な限り工場棟の南西
側に配置する。）

・発生源となる機器を敷地境界か
ら離した位置に、また可能な限り
工場棟の南西側に設置している。

―

・敷地内道路（北側）は、屋内に
設けることにより、廃棄物運搬車
両の走行に伴う騒音を低減する。

・当初の計画では、工場棟が敷地
境界に近接することとなっていた
が、実際には計画よりも建屋面積
が小さくなり、敷地境界(北側)か
ら離れた位置となっている。これ
らの計画の変更に伴い、敷地内道
路（北側）は、屋外に設置される
こととなったが、敷地北側の緩衝
緑地を拡大したことにより廃棄物
運搬車両の走行に伴う騒音の低減
を図っている。

―

・騒音の発生源周辺では、壁面の
吸音処理や低騒音型機器を設置す
る。

・発生源周辺では、壁面の吸音処
理や低騒音型機器を設置してい
る。

・騒音の発生源である機器等は、
屋内に設置している。

・騒音の発生源である機器等は、
屋内に設置する。

評価書の記載内容
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表 2.9-1(5/18) 環境の保全のための措置の実施状況（騒音） 

 

 

  

措置の内容 写真評価書の記載内容

⑶
　
騒
　
音

・工場棟北側壁面および東側壁面
は、極力鉄筋コンクリ―トにより
剛性を高めている。プラットホ―
ムへのスロ―プについては、計画
の変更により設置されていない。

・日常点検等の実施により、設備
の作動を良好な状態に保つ。

・日常点検等の実施により、設備
の作動を良好な状態に保ってい
る。

―

・現在の計画の工場棟の配置（大
きさ）は、いずれのプラントメー
カーが工事を施工、機器・設備を
配置した場合にも建屋内に収まる
ように、最大の大きさで計画して
いる。メーカーの決定後、実施設
計段階では工場棟を現計画に比べ
小さくできる場合も考えられ、こ
の場合にあっては、緩衝緑地をさ
らに広く確保できるよう検討す
る。

・工場棟は評価書時よりも面積が
大幅に小さくなったため、緩衝緑
地をさらに広く確保している。

・周辺住民から苦情・要望は生じ
ていない。

―

・廃棄物運搬車両は、速度や積載
量等の交通規制を遵守する。特
に、周辺道路においては速度を十
分に落として走行することとし、
騒音の低減に努める。

・廃棄物運搬車両は、穏やかな発
信、急激な加減速の抑制に努め、
速度や積載量等の交通規制を遵守
している。特に周辺道路において
は速度を十分に落とし、騒音の低
減に努めている。

―

・周辺住民から苦情・要望があっ
た場合は、原因究明と保全対策
等、真摯に対応する。

・県立太田高等特別支援学校に面
する工場棟北側壁面、とうもうさ
わの寮に面する東壁面は、極力鉄
筋コンクリ―トにより剛性を高め
るものとする。プラットホ―ムへ
のスロ―プについては、ジョイン
ト部段差を小さくするとともに、
橋梁上部構造の高剛性化を図る。

・廃棄物運搬車両が集中しないよ
う搬入時間の分散化に努める。

・廃棄物運搬車両が集中しないよ
う搬入ルートの分散化に努める。

・廃棄物運搬車両のアイドリング
ストップを徹底する（群馬県の生
活環境を保全する条例第112
条）。

―

―

⑴大気質と同様
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表 2.9-1(6/18) 環境の保全のための措置の実施状況（低周波音） 

措置の内容 写真

―

・現在の計画の工場棟の配置（大
きさ）は、いずれのプラントメー
カーが工事を施工、機器・設備を
配置した場合にも建屋内に収まる
ように、最大の大きさで計画して
いる。メーカーの決定後、実施設
計段階では工場棟を現計画に比べ
小さくできる場合も考えられ、こ
の場合にあっては、緩衝緑地をさ
らに広く確保できるよう検討す
る。

―

・県立太田高等特別支援学校に面
する工場棟北側壁面、とうもうさ
わの寮に面する東壁面は、極力鉄
筋コンクリ－トにより剛性を高め
るものとする。プラットホ－ムへ
のスロ－プについては、ジョイン
ト部段差を小さくするとともに、
橋梁上部構造の高剛性化を図る。

―

・日常点検等の実施により、設備
の作動を良好な状態に保つ。

・低周波音の発生源となる機器等
は、可能な限り屋内に設置してい
る。

―

・必要に応じて消音器の設置や回
転数の制御を行う。

・必要に応じて消音器の設置や回
転数の制御を行っている。

―

・周辺住民から苦情・要望があっ
た場合は、原因究明と保全対策
等、真摯に対応する。

・振動の発生源である機器には防
振対策を講じ、また、それらの機
器に接続する配管・ダクト類につ
いても可とう継手、振れ止め等に
より、構造振動の発生を抑制す
る。

・振動の発生源である機器には防
振対策を講じ、また、それらの機
器に接続する配管・ダクト類につ
いても可とう継手、振れ止め等に
より、構造振動の発生を抑制して
いる。

・実施設計に際しては、計画地、
現有施設での低周波音の現況を把
握し、問題点を回避するよう努め
る。

・実施設計に際して、計画地、旧
施設での低周波音の現況を把握
し、問題点を回避するよう努めて
いる。

―

⑶騒音と同様

・低周波音の発生源となる機器は
敷地境界から離した位置に設置し
ている。

―

評価書の記載内容

・低周波音の発生源となる機器は
敷地境界から離した位置に設置す
る。

・低周波音の発生源となる機器等
は、可能な限り屋内に設置する。

⑷
　
低
　
周
　
波
　
音
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表 2.9-1(7/18) 環境の保全のための措置の実施状況（振動） 

 

 

  

措置の内容 写真評価書の記載内容

⑸
　
振
　
動

⑶騒音と同様

・振動の発生源となる機器を敷地
境界から離した位置に設置してい
る。また、可能な限り工場棟の南
西側に配置している。

⑴大気質と同様
―

・廃棄物運搬車両が集中しないよ
う搬入ルートの分散化に努める。 ―

・廃棄物運搬車両のアイドリング
ストップを徹底する（群馬県の生
活環境を保全する条例第112
条）。

―

―

・県立太田高等特別支援学校に面
する工場棟北側壁面、とうもうさ
わの寮に面する東壁面は、極力鉄
筋コンクリ―トにより剛性を高め
るものとする。プラットホ―ムへ
のスロ―プについては、ジョイン
ト部段差を小さくするとともに、
橋梁上部構造の高剛性化を図る。

―

・日常点検等の実施により、設備
の作動を良好な状態に保つ。 ―

⑶騒音と同様

・廃棄物運搬車両は、速度や積載
量等の交通規制を遵守する。特
に、周辺道路においては速度を十
分に落として走行することとし、
振動の低減に努める。

⑷低周波と同様

―

・敷地内道路（北側）は、屋内に
設けることにより、廃棄物運搬車
両の走行に伴う振動を低減する。

―

・振動の発生源となる機器を敷地
境界から離した位置に設置する。
（大きな振動を発生させる機器・
設備は、可能な限り工場棟の南西
側に配置する。）

―

・現在の計画の工場棟の配置（大
きさ）は、いずれのプラントメー
カーが工事を施工、機器・設備を
配置した場合にも建屋内に収まる
ように、最大の大きさで計画して
いる。メーカーの決定後、実施設
計段階では工場棟を現計画に比べ
小さくできる場合も考えられ、こ
の場合にあっては、緩衝緑地をさ
らに広く確保できるよう検討す
る。

・廃棄物運搬車両が集中しないよ
う搬入時間の分散化に努める。

・振動の発生源である機器には防
振対策を講じ、また、それらの機
器に接続する配管・ダクト類につ
いても可とう継手、振れ止め等に
より、構造振動の発生を抑制す
る。

―

・周辺住民から苦情・要望があっ
た場合は、原因究明と保全対策
等、真摯に対応する。

―
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表 2.9-1(8/18) 環境の保全のための措置の実施状況（水循環） 

 

 

表 2.9-1(9/18) 環境の保全のための措置の実施状況（土壌環境） 

 

 

表 2.9-1(10/18) 環境の保全のための措置の実施状況（地盤沈下） 

 

 

  

措置の内容 写真評価書の記載内容

⑹
水
循
環

―

・焼却施設での地下水利用は、旧
施設で利用されていた地下水量

(550m3/日)を超えない範囲で行わ
れている。

・焼却施設での地下水利用は、現
有施設で利用する地下水量

(550m3/日)を超えない範囲で計画
する。

措置の内容 写真

⑺
　
土
　
壌
　
環
　
境

評価書の記載内容

・施設からの排出ガスは、大気汚
染防止法等で規制されている排出
基準を踏まえた自主基準値を設定
し遵守する。

⑴大気質と同様

―

・燃焼室ガス温度、集じん器入口
温度の連続測定装置の設置により
適切な焼却管理を行う。

―

・排出ガス中の大気汚染物質の濃
度は、定期的に測定し結果を公表
する。

―

措置の内容 写真

⑻
地
盤
沈
下

評価書の記載内容

―

⑹水循環と同様・焼却施設での地下水利用は、現
有施設で利用する地下水量

(550m3/日)を超えない範囲で計画
する。
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表 2.9-1(11/18) 環境の保全のための措置の実施状況（景観） 

 

  

措置の内容 写真評価書の記載内容

・計画施設の稼働後、不要となっ
た現有施設周辺の緑地化を図る。

・現時点では、不要となった旧施
設は解体されていない。今後、旧
施設周辺の緑地化を図ることと
なっている。

⑼
　
景
　
観

・敷地北側の県立太田高等特別支
援学校及び敷地東側のとうもうさ
わの寮（障害者支援施設）に近接
する箇所は、これら施設への環境
配慮を目的として敷地境界線内側
に緩衝緑地帯を設ける。

・敷地北側及び敷地東側は敷地境
界線内側に緩衝緑地帯を設けてい
る。

・敷地内に植栽を施すとともに、
景観に配慮した色彩やデザインを
採用するなど、周辺環境との調和
を図る。

・敷地内に植栽を施すとともに、
景観に配慮した色彩やデザインを
採用し、周辺環境との調和が図ら
れてる。

・処理施設のイメージアップを図
るため、圧迫感の軽減や清潔感の
向上に配慮した建物と機能を持た
せた意匠（デザイン）を計画す
る。

・圧迫感の軽減や清潔感の向上に
配慮した建物と機能を持たせたデ
ザインを採用している。
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表 2.9-1(12/18) 環境の保全のための措置の実施状況（景観） 

 

  

措置の内容 写真

・太田市景観計画、太田市景観条
例のうち、土地利用の景観形成基
準（田園景観）で規定される位
置・配置、高さ・規模、形態・意
匠、色彩等に配慮する。

・土地利用の景観形成基準（田園
景観）で規定される位置・配置、
高さ・規模、形態・意匠、色彩等
に配慮している。

・建屋形状は簡潔かつ明快な形を
基本とし、機能を損なわないよう
にするとともに、施工難度の高い
外部仕上材は避け、厳しい条件下
におかれる外壁、建具等は十分な
維持管理を行うことで、長期にわ
たって竣工時の美観が保持できる
よう計画する。

・建屋形状は簡潔かつ明快な形を
基本とし、機能を損なわないよう
にするとともに、施工難度の高い
外部仕上材は避け、厳しい条件下
におかれる外壁、建具等は十分な
維持管理を行うことで、長期にわ
たって竣工時の美観が保持できる
よう配慮している。

評価書の記載内容

⑼
　
景
　
観

2-19



表 2.9-1(13/18) 環境の保全のための措置の実施状況（廃棄物等） 

 

 

  

措置の内容 写真

・施設の能力を十分発揮できるよ
う、適切な維持管理に努める。

・適切な維持管理を行っている。
―

・発生量の抑制に努めるととも
に、適正に処理・処分している。

―

・廃棄物の搬出は、飛散防止のた
めに覆い等を設けた適切な運搬車
両を用いる。

・飛散防止のために覆い等を設け
た適切な運搬車両を用いている。

・太田市外三町広域一般廃棄物
（ごみ）処理基本計画に掲げる平
成40年度における資源化率及び最
終処分量の減量化率を達成するた
め、焼却残渣の約32％以上を資源
化する。

・焼却残渣の約32％以上を資源化
している。

―

評価書の記載内容

⑽
　
廃
　
棄
　
物
　
等

・施設の維持管理や管理事務に伴
い発生する廃棄物は、極力発生量
の抑制に努めるとともに、適正に
処理・処分する。
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表 2.9-1(14/18) 環境の保全のための措置の実施状況（温室効果ガス） 

 

 

  

措置の内容 写真

―

・敷地内の緑化に努める。 ・敷地内の緑化に努めている。

・太陽光発電を行い、施設内電力
として利用する。

・太陽光発電を行い、施設内電力
として利用している。

・使用電力量の抑制と発電効率の
維持に努めることにより、売電量
の維持・増加を図る。

・使用電力量の抑制と発電効率の
維持に努めることにより、売電量
の維持・増加を図っている。

―

―

―

・助燃料は、大気環境への負荷が
小さい燃料を選択する。 ―

・排出ガスの拡散方向を把握する
ため、風向・風速の継続的な観測
を行う。

―

・廃棄物運搬車両は、速度や積載
量等の交通規制を遵守する。 ―

・廃棄物運搬車両は、運転する際
に必要以上の暖機運転(アイドリ
ング)をしないよう、運転手への
指導を徹底する。

―

・廃棄物運搬車両及び事務車両
は、低公害車(天然ガス車など)を
積極的に導入する。

⑴大気質と同様

評価書の記載内容

・使用する照明などについては、
太田市環境物品等調達方針に基づ
き、省エネ商品など、環境への負
荷の少ない物品の使用に努める。

・使用する照明などについては、
環境への負荷の少ない物品の使用
を行っている。

・不要な照明の消灯、冷暖房温度
の適正な設定等を積極的に行い、
場内の消費電力を低減する。

・不要な照明の消灯、冷暖房温度
の適正な設定等を積極的に行い、
場内の消費電力を低減している。

⑾
　
温
　
室
　
効
　
果
　
ガ
　
ス
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表 2.9-1(15/18) 環境の保全のための措置の実施状況（一般環境中の放射性物質） 

表 2.9-1(16/18) 環境の保全のための措置の実施状況（水質汚濁防止計画） 

表 2.9-1(17/18) 環境の保全のための措置の実施状況（威圧感・日照計画） 

表 2.9-1(18/18) 環境の保全のための措置の実施状況（安全対策） 

措置の内容 写真評価書の記載内容

⑿
一
般
環
境
中
の

放
射
性
物
質

・計画施設では、現有施設と同様
に排ガス、焼却灰等の放射性物質
濃度測定を継続する。

・施設からの排ガス、焼却灰等の
放射性物質濃度測定を実施してい
る。

―

措置の内容 写真評価書の記載内容

⒀
水
質
汚
濁
防
止
計
画

・計画施設の排水については下水
道放流を行うこととするが、プラ
ント排水については下水道放流が
可能な水質とするため、生物処理
や物理化学処理を実施することを
基本とする。

・プラント排水は生物処理や物理
化学処理を実施して、下水道放流
を実施している。

―

・計画施設敷地における雨水につ
いて、直接公共用水域へ流出し水
質汚濁が生じることのないよう、
初期降雨（10mm）相当分を貯留、
処理の後、敷地内緑地等への散水
などに利用する。

・降雨の一部を敷地内緑地等への
散水などに利用している。

―

措置の内容 写真評価書の記載内容

・工場棟本体の長辺側を南北方向
に配置したうえで、建物高さの低
いプラットホーム側を北側に配置
し日照に配慮する。また、緩衝緑
地を設けることにより、県立太田
高等特別支援学校から見た建物の
威圧感を低減する。

・工場棟本体の長辺側を南北方向
に配置したうえで、建物高さの低
い部分を北側に配置している。同
様に北側に緩衝緑地を設けてい
る。

⒁
威
圧
感
・
日
照
計
画

措置の内容 写真

・計画施設の稼働時においては、
パッカー車は西側出入り口を利用
するが、エコネット・おおたの出
入口とは分離・区別する。

・パッカー車は西側出入り口を利
用し、エコネット・おおたの出入
口とは分離・区別している。

評価書の記載内容

⒂
　
安
　
全
　
対
　
策
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第３章 事後調査の項目及び手法 

 

評価書で示した事後調査計画のうち、供用時に実施した事後調査の項目及び手法を表3-1に、事後調

査を行うこととした理由を表3-2に示す。 

 

表3-1（1/2） 供用時に実施した事後調査の項目及び手法（発生源調査） 

 

  

項　目 細項目 調査項目 調査地点 調査時期及び調査方法

「調査時期」

　施設が定常的に稼働している時期

「調査方法」

　施設計画、環境保全計画の内容の把握・集計による方法

「調査期間」

　稼働後１年（１回／年）

発生源強 ばい煙調査 硫黄酸化物、 煙突 「調査時期」

度確認調  ばいじん、 （各炉） 　施設が定常的に稼働している時期

査 窒素酸化物、 「調査方法」

塩化水素、

水銀、

ダイオキシン類 「調査期間」

　稼働後１年（６回／年、ただしダイオキシン類は１回/年）注1

施設からの 臭気指数 敷地境界 「調査時期」

悪臭 風上､風下 　施設が定常的に稼働している時期

の２地点 「調査方法」

及び煙突

（各炉）

「調査期間」

　稼働後１年（１回／年）

施設稼働騒音 騒音レベル 敷地境界 「調査時期」

の３地点 　施設が定常的に稼働している時期

「調査方法」

「特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準」に定める方法

「調査期間」

　稼働後１年（１回／年）注1

施設低周波音 低周波音レベル 敷地内の 「調査時期」

３地点 　施設が定常的に稼働している時期

「調査方法」

「調査期間」

　稼働後１年（１回／年）注1

施設稼働振動 振動レベル 敷地境界 「調査時期」

の３地点 　施設が定常的に稼働している時期

「調査方法」

　「特定工場等において発生する振動の規制に関する基準」に定める方法

「調査期間」

　稼働後１年（１回／年）注1

一般環境中の 放射性物質 排ガス 「調査時期」

放射性物質 焼却灰 　施設が定常的に稼働している時期

ばいじん 「調査方法」

「調査期間」

　稼働後１年（１回／年）注1

注：1）これらの調査項目は計画施設が稼働する間、調査を継続するものであるが、事後調査としての位置づけは稼働後１年とする。

　「低周波音の測定方法に関するマニュアル」（平成12年10月環境庁大気保全局）に
　定める方法

　廃棄物の事故由来放射性物質についての放射能濃度の測定方法
　（平成 23 年 12 月28 日環境省告示第 107 号）

施設計画、環境保
全計画の内容

－
施設計画確認調査

「特定悪臭物質の測定の方法」及び「臭気指数及び臭気排出強度の算定の方法」に
定める方法

　大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法等に基づく調査結果により
　把握する。
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表3-1（2/2） 供用時に実施した事後調査の項目及び手法（環境調査） 

 

 

 

  

項　目 細項目 調査項目 調査地点 調査時期及び調査方法

 大気質 煙突からの 二酸化硫黄、 周辺４地点 「調査時期」

排出ガス 浮遊粒子状物質、 　施設が定常的に稼働している時期

(環境大気質) 二酸化窒素、 「調査方法」

塩化水素、

水銀、

ダイオキシン類

「調査期間」

　稼働後１年（７日間／回×４回、ただし塩化水素及び水銀は１日間／回×４回）

自動車交通 浮遊粒子状物質、 走行ルート 「調査時期」

の発生 二酸化窒素、 ２地点 　廃棄物運搬車両の走行が代表的な時期（１週間：交通量は１日）

交通量 「調査方法」

　「大気の汚染に係る環境基準について」に定める方法

「調査期間」

　稼働後１年（７日間／回×１回）、ただし交通量は１日(24h)

騒音 自動車交通 騒音レベル・ 走行ルート 「調査時期」

の発生 交通量 ２地点 　廃棄物運搬車両の走行が代表的な時期

「調査方法」

　「騒音に係る環境基準について」等に定める方法

　カウンター計測等による方法

　収集運搬計画等の把握・廃棄物運搬車両台数の集計による方法

「調査期間」

　稼働後１年（24時間／回×１回）

振動 自動車交通 振動レベル・ 走行ルート 「調査時期」

の発生 交通量 ２地点 　廃棄物運搬車両の走行が代表的な時期

「調査方法」

　「振動規制法施行規則」別表第2に定める方法

　カウンター計測等による方法

　収集運搬計画等の把握・廃棄物運搬車両台数の集計による方法

「調査期間」

　稼働後１年（24時間／回×１回）

景観 主要な眺望地点 主要眺望 「調査時期」

からの景観 地点 　施設稼働時（１回）

５地点 「調査方法」

　写真撮影による方法

廃棄物等 焼却施設の 環境保全措置 計画施設 「調査時期」

稼働 の実施状況 　施設が定常的に稼働している時期　注1

「調査方法」

　廃棄物の搬出・再資源化状況の記録等の把握・集計による方法

「調査期間」

　施設稼働中

温室効果 温室効果ガス 廃棄物処理量 計画施設 「調査時期」

ガス の発生量 及び種類、電気 　施設が定常的に稼働している時期　注1

及び燃料の使用 「調査方法」

量 　運転記録、稼働記録の把握、集計による方法

「調査期間」

　施設稼働中

注：1）これらの調査項目は計画施設が稼働する間、調査を継続するものであるが、事後調査としての位置づけは稼働後１年とする。

　「大気の汚染に係る環境基準について」、「大気汚染物質測定法指針」、「有害大
気汚染物質測定方法マニュアル」、「ダイオキシン類に係る大気環境調査マニュア
ル」に定める方法

建築物の存在
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表3-2（1/2） 事後調査を行うこととした理由（発生源調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発生源調査

発生源強 ばい煙調査

度確認調  

査

施設からの

悪臭

施設稼働騒音､

低周波音

施設稼働振動

一般環境中の

放射性物質

予測・評価の再検討

項目 細項目

事後調査の目的

実施理由

予測の不確
実性に伴う
予測結果の
変化の程度
注1

環境の保全
のための措
置の実施状
況の確認
注2

その他

○ ○ －

　本環境影響評価では、施設から漏洩する悪臭の影響について予測した結
果、環境の保全のための措置の実施により、影響は低減されると評価し
た。ただし、予測は実施設計を立案する前段で行っているため、施設配置
や環境の保全のための措置の内容等に不確実性が伴う。したがって、環境
の保全のための措置が確実に実施されているかの確認を含めて悪臭に関す
る事後調査を実施する。

○ － －
　本環境影響評価で想定した施設計画と竣工した施設内容、環境保全のた
めの措置の内容を確認し、必要に応じ、各事後調査項目の調査時期、頻
度、調査地点を再検討するため、施設計画確認に関する調査を実施する。

施設計画確認調査

○ ○ －

　本環境影響評価では、騒音について施設計画に基づき予測した。一方、
環境の保全のための措置として、壁面の吸音処理や低騒音型機器の設置等
により影響の低減を図ることとしている。また、低周波音については、類
似施設を参考にした環境保全のための措置講じることから影響は低減され
るものと考えられた。
　なお、騒音予測は、実施設計を立案する前段で行っているため、施設全
体配置、設置機器、機器配置等に不確実性が伴う。したがって、環境の保
全のための措置が確実に実施されているかの確認を含めて、施設稼働騒
音・低周波音に関する事後調査を実施する。

○ － －

　本環境影響評価では、施設計画に基づき予測した。ただし、予測は実施
設計を立案する前段で行っているため、施設全体配置、設置機器、機器配
置等に不確実性が伴う。したがって施設稼働振動に関する事後調査を実施
する。

－ － ○

　計画施設においても、現有施設と同様に排ガス、焼却灰等に含まれる放
射性物質濃度は問題ないものと考える。しかしながら、放射性物質の汚染
範囲を拡大させないよう、計画施設では、現有施設と同様に排ガス、焼却
灰等の放射性物質濃度測定を実施する。

－ －

施設計画の
変更の有無
及び変更に
伴う予測評
価の再検討

　本環境影響評価において予測条件とした施設計画と竣工した施設を比較
検討するとともに、変更に至った経緯を把握し、予測・評価の再検討を行
う必要がある場合には、条件の変更に伴う予測評価を行うものとする。

注：1）本環境影響評価時に予測条件とした施設計画（施設配置、設置機器の種類・配置、施設の色調等）、廃棄物運搬車両の台数が、
 　　　今後の実施設計、施工計画等により変更になる場合がある。これらの要因により、予測結果が変化する可能性を含んでいることを
   　　予測の不確実性を伴うといい、事後調査の実施により予測結果の変化の程度を把握するものである。

　　2）環境の保全のための措置を講じることを前提として予測を行い、環境影響の低減を評価した項目について、
　 　　実際にその措置が講じられているかを確認し、その効果によって環境保全目標との整合が図られているか否かについて
   　　検討するものである。

○ ○ －

　本環境影響評価では、施設計画に基づき予測した。ただし、自主規制値
の遵守、適切な運転管理の実施を前提としている。また、予測は実施設計
を立案する前段で行っているため、排出ガス諸元等に不確実性が伴う。し
たがって、自主基準値の遵守、運転管理状況の把握、並びに排ガス諸元等
の確認を目的として、ばい煙調査を行う。
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表 3-2（2/2） 事後調査を行うこととした理由（環境調査） 

 

 

環境調査

 大気質 焼却施設の

稼働

(環境大気質)

自動車交通

の発生

騒音 自動車交通

の発生

振動 自動車交通

の発生

水循環 焼却施設の

稼働

土壌環境 焼却施設の

稼働

地盤沈下 焼却施設の

稼働

景観

廃棄物等 焼却施設の

稼働

温室効果 温室効果ガス

ガス の発生量

注：1）本環境影響評価時に予測条件とした施設計画（施設配置、設置機器の種類・配置、施設の色調等）、廃棄物運搬車両の台数が、
 　　　今後の実施設計、施工計画等により変更になる場合がある。これらの要因により、予測結果が変化する可能性を含んでいることを
   　　予測の不確実性を伴うといい、事後調査の実施により予測結果の変化の程度を把握するものである。

　　2）環境の保全のための措置を講じることを前提として予測を行い、環境影響の低減を評価した項目について、
　 　　実際にその措置が講じられているかを確認し、その効果によって環境保全目標との整合が図られているか否かについて

 　　検討するものである。

－ ○ －
　本環境影響評価では、焼却残渣の資源化率再資源化率をもとに評価した
ことから、資源化状況について事後調査を実施する。

○ － －

　本環境影響評価では、工事中の資材等の運搬、重機の稼動に伴う温室効
果ガスの排出、また、廃棄物運搬車両の走行距離の延長による排出量増加
が見込まれるが、計画施設の稼働に伴い、現有施設と比較して相当量の温
室効果ガスの削減につながり、稼働後１年以内で、温室効果ガス排出量の
削減に大きく貢献できると考えられた。ただし、予測は実施設計を立案す
る前段で行っているため、プラント性能等に不確実性が伴う。したがっ
て、温室効果ガスの発生量に関する事後調査を行う。

－ － － 　計画施設での地下水利用は、現有施設で利用する地下水量(550m3/日)を
超えない範囲で計画することから、事後調査は実施しない。

主要な眺望景
観の変化の程
度

○ ○ －

　本環境影響評価では、特に近景において、緩衝緑地帯を設置などを検討
し、また、施設外観は親近感のある建物として、人工構造物としての施設
の存在感を低減するものとした。ただし、予測は実施設計を立案する前段
で行っているため、建築物規模や形状等に不確実性が伴う。したがって、
対策が確実に実施されているか、並びに不確実性を伴う内容の確認を目的
として、主要な眺望景観の変化の程度に関する事後調査を実施する。

－ － － 　計画施設での地下水利用は、現有施設で利用する地下水量(550m3/日)を
超えない範囲で計画することから、事後調査は実施しない。

－ － －
　土壌環境への影響要因は、大気質に由来するものであり、環境大気質に
ついて事後調査を実施することから、特に土壌環境に係る事後調査は実施
しない。

○ － － 　本環境影響評価では、想定される範囲内で最大限の廃棄物運搬車両台数
を考慮して予測した。ただし、収集運搬計画を立案する前段での予測であ
るため、工事工程や進捗状況により交通量等に不確実性が伴う。廃棄物運
搬に関する事後調査を実施する。○ － －

○ ○ －

　本環境影響評価では、施設計画に基づき予測した。ただし、自主規制値
の遵守、適切な運転管理の実施を前提としている。また、予測は実施設計
を立案する前段で行っているため、排出ガス諸元等に不確実性が伴う。し
たがって、周辺環境への影響を把握するために環境大気質調査を行う。

○ － －

　本環境影響評価では、想定される範囲内で最大限の廃棄物運搬車両台数
を考慮して予測した。ただし、収集運搬計画を立案する前段での予測であ
るため、工事工程や進捗状況により交通量等に不確実性が伴う。廃棄物運
搬に関する事後調査を実施する。

項目 細項目

事後調査の目的

実施理由

予測の不確
実性に伴う
予測結果の
変化の程度
注1

環境の保全
のための措
置の実施状
況の確認
注2

その他
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第４章 事後調査の結果 

 

評価書で想定した施設計画等と新施設（クリーンプラザ）の相違点を確認したところ、煙突高 59ｍは

変わらず、排ガス処理方式等に相違点はない。新施設（クリーンプラザ）の高さが想定よりやや高くな

っているが、建築面積は大幅に小さくなり容積はコンパクトになった程度である。以上のことは、事後

調査項目の時期、頻度、調査地点に大きな影響を与えるものではないため、評価書時の事後調査計画を

再検討する必要性はないと判断し、事後調査計画に基づき調査を実施した。 

 

1 発生源強度確認調査 

1.1 ばい煙調査 

1) 調査の概要 

調査の概要を表 4.1.1-1 に示す。 

調査は、事業受注者により定期的に実施されたデータをとりまとめ、整合性を確認した。 

 

表 4.1.1-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日 調査方法 調査地点 

ばい煙調査 

  １号炉 

 大気汚染防止法、ダイ

オキシン類対策特別措置

法等に基づく調査結果に

より把握する。 

煙突 

（各炉） 

  
令和 3 年  4 月  5 日
令和 3 年  6 月  2 日
令和 3 年  8 月  4 日
令和 3 年 10 月  7 日
令和 3 年 12 月  7 日
令和 4 年  2 月 17 日

  

硫黄酸化物、 

ばいじん、 

窒素酸化物、 

塩化水素、 ２号炉 

水銀、 
令和 3 年  4 月  6 日
令和 3 年  6 月  1 日
令和 3 年  8 月  5 日
令和 3 年 10 月  8 日
令和 3 年 12 月  8 日
令和 4 年  2 月  8 日

ダイオキシン類 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

  

4-1



2) 調査結果 

調査結果を表 4.1.1-2 に示す。 

すべての調査結果は、自主基準値を満足していた。 

 

表 4.1.1-2(1/2) 調査結果（１号炉） 

 

 

表 4.1.1-2(2/2) 調査結果（２号炉） 

 

  

令和4年

4月5日 6月2日 8月4日 10月7日 12月7日 2月17日

湿り (m3N/h) - 36,200 33,200 33,000 28,000 31,000 32,000

乾き (m3N/h) - 29,600 26,000 24,000 22,000 24,000 25,000

乾き(O212％換算) (m3N/h) - 54,596 46,222 44,000 39,111 43,733 46,389

(％) - 4.4 5.0 4.5 5.0 4.6 4.3

(℃) - 149 146 147 147 151 156

硫黄酸化物 (ppm) 30 18 15 10 6.0 8.0 6.0

ばいじん  (g/m3N) 0.01 <0.0006 <0.0006 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001

窒素酸化物 (ppm) 50 28 30 24 23 26 30

塩化水素 (ppm) 50 27 32 30 6.3 18 40

全水銀(ガス状)  (μg/m3N) 0.37 0.21 0.18 1.10 0 0

全水銀(粒子状)  (μg/m3N) <0.003 <0.002 0.002 <0.002 <0.002 <0.0002

ダイオキシン類 (ng-TEQ/m
3
N) 0.05 0.0029 - - 0.000031 - -

自主
基準値

排
出
ガ
ス
量

301)

排出ガス温度

排
出
ガ
ス
濃
度

O2濃度

注：1）全水銀の自主基準値は、ガス状と粒子状の合計の値に適用する。

項　　目

令和3年

令和4年

4月6日 6月1日 8月5日 10月8日 12月8日 2月8日

湿り (m3N/h) - 37,800 32,100 32,000 24,000 30,000 35,000

乾き (m3N/h) - 30,100 25,200 23,000 19,000 24,000 29,000

乾き(O212％換算) (m3N/h) - 53,511 44,800 42,933 28,800 44,267 51,556

(％) - 5.00 5.00 4.20 4.80 4.40 5.00

(℃) - 148 146 152 148 151 154

硫黄酸化物 (ppm) 30 13 14 7.3 8.5 9.4 5.5

ばいじん  (g/m3N) 0.01 <0.0006 <0.0006 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001

窒素酸化物 (ppm) 50 29 30 26 23 29 29

塩化水素 (ppm) 50 31 32 26 16 12 14

全水銀(ガス状)  (μg/m3N) 0.24 0.27 0.063 0.14 0.16 0.060

全水銀(粒子状)  (μg/m3N) <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.0002

ダイオキシン類 (ng-TEQ/m
3
N) 0.05 0.000091 - - 0.000015 - -

排
出
ガ
ス
量

O2濃度

301)

令和3年

注：1）全水銀の自主基準値は、ガス状と粒子状の合計の値に適用する。

排出ガス温度

排
出
ガ
ス
濃
度

項　　目
自主
基準値
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1.2 施設からの悪臭 

1) 調査の概要 

調査の概要を表 4.1.2-1 に、敷地境界の調査地点を図 4.1.2-1 に示す。 

調査は、供用後の施設が定常的に稼働している時期に実施した。 

 

表 4.1.2-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日 調査方法 調査地点 

施設からの 

悪臭 
臭気指数 令和 3年 8月 25 日

「特定悪臭物質の測定の方法」

及び「臭気指数及び臭気排出強

度の算定の方法」に定める方法 

敷地境界風上、 

風下の 2地点 

及び煙突（各炉） 

 

 

●：悪臭調査地点 

図4.1.2-1 調査地点  

（新施設）
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2) 調査結果 

調査結果を表 4.1.2-2 に示す。 

敷地境界における調査では、風下地点においても臭気は感じられず、環境保全目標を満足していた。

また、煙突出口では悪臭防止法施行規則第６条の２に定める方法により算出した臭気指数を十分に下

回っており、環境保全目標である「臭気指数：15 以下」を満足していた。 

 

表 4.1.2-2 調査結果 

項  目 単 位 
敷地境界 
風上地点 

敷地境界 
風下地点 

煙突 
1 号炉 

煙突 
2 号炉 

環境保全
目標 

調査日 － 令和 3年 8月 25 日 － 

試料採取時間 － 10:40～10:41 10:49～10:50 9:53～9:55 10:05～10:07 － 

天候 － 晴れ － 

気温 ℃ 28.0 28.4 － － － 

湿度 ％ 79.8 80.0 － － － 

風向 － NNE NNE － － － 

風速 m/s 1.5 1.0 － － － 

臭気濃度 － <10 <10 11 12 － 

臭気指数 －      <10      <10 12 15 
15 

（491)） 

注：1）敷地境界における環境保全目標に基づき、悪臭防止法施行規則第６条の２に定める方法により算出し
た臭気指数。なお、算出に用いた排ガス流量等は設計時の値を用いた。 
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1.3 施設稼働騒音 

1) 調査の概要 

調査の概要を表 4.1.3-1 に、調査地点を図 4.1.3-1 に示す。 

調査は、供用後の施設が定常的に稼働している時期に実施した。 

 

表 4.1.3-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日・時間 調査方法 調査地点 

施設稼働騒音 騒音レベル 

令和 4年 1月 22 日

「特定工場等において発生

する騒音の規制に関する基

準」に定める方法 

敷地境界（北側） 

敷地境界（東側） 

敷地境界（西側） 

（図 4.1.3-1 参照）

15:00 

～ 

令和 4年 1月 23 日

15:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●：騒音振動測定地点 

●：低周波音測定地点 

図 4.1.3-1 調査地点図 

西 

敷地境界（東側） 敷地境界（西側） 

敷地境界（北側） 

工場棟（西側） 
（新施設）
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2) 調査結果 

調査結果を表 4.1.3-1 に示す。 

敷地境界（北側）で、39～48dB、敷地境界（東側）で、45～47dB、敷地境界（西側）で、41～48dB

であり、すべての調査地点で環境保全目標を満足していた。 

 

表4.1.3-1 調査結果 

 
  

単位：dB

区域の区分

朝 43 ○ 45

昼間 48 ○ 50

夕 43 ○ 45

夜間 39 ○ 40

朝 45 ○ 50

昼間 47 ○ 55

夕 45 ○ 50

夜間 45 ○ 45

朝 47 ○ 50

昼間 48 ○ 55

夕 43 ○ 50

夜間 41 ○ 45

注：1）時間区分の朝は6時～8時，昼間は8時～18時，夕は18時～21時，夜間は21時～6時
       を示す。

注：2）計画地（現有施設）敷地境界（北側）における規制基準の値は、第2種区域の基準
       値から5ﾃﾞｼﾍﾞﾙ減じた値である。

敷地境界（西側）

敷地境界（東側） 第２種区域

備考

敷地境界（北側）

調査地点
時間
区分

時間率騒音レベル
(L5) 規制基準
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1.4 施設低周波音 

1) 調査の概要 

調査の概要を表 4.1.4-1 に示す。 

調査は、供用後の施設が定常的に稼働している時期に実施した。 
 

表 4.1.4-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日・時間 調査方法 調査地点 

施設低周波音 低周波音レベル 

令和 3年 10月 18 日
「低周波音の測定方法に

関するマニュアル」（平成

12 年 10 月環境庁大気保全

局）に定める方法 

敷地境界（北側） 

敷地境界（東側） 

工場棟（西側） 

（図 4.1.3-1 参照）

12:00 

～ 

令和 3年 10月 19 日

12:00 
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2) 調査結果 

調査結果を表 4.1.4-2 及び表 4.1.4-3 に示す。 

L50、LGeq 及び LG5 の時間最大値について、参考指標値を下回っていた。なお、1/3 オクターブバン

ド周波数ごとの測定値については、参照値を上回っているケースが見られた。 

低周波音の発生源となる機器等は屋内に設置していることや、振動の発生源である機器には防振対

策を講じ、また、それらの機器に接続する配管・ダクト類についても可とう継手、振れ止め等により、

構造振動の発生を抑制している。また、近接する太田高等特別支援学校、とうもうさわの寮等の施設

や近隣住民から低周波音による苦情は寄せられていないことから、環境保全目標である「低周波音の

発生を可能な限り抑制すること」を満足している。 

 

表 4.1.4-2 低周波音調査結果 

        単位：dB

調査地点 測定項目 時間最大値 
参考指標値 

適合〇 不適合× 
環境保全目標 

敷地境界（北側） 

Leq 87 - - 

低周波音の発生を

可能な限り抑制す

ること 

L50 84 ○ 90 

LGeq 81 ○ 92 

LG5 86 ○ 100 

敷地境界（東側） 

Leq 84 - - 

L50 78 ○ 90 

LGeq 81 ○ 92 

LG5 87 ○ 100 

工場棟（西側） 

Leq 91 - - 

L50 89 ○ 90 

LGeq 86 ○ 92 

LG5 90 ○ 100 

注：1）Leqとは、「等価音圧レベル(1-80Hz 平坦特性）」を表す。 

注：2）L50とは、「50％時間率音圧レベル(1-80Hz 平坦特性）」を表す。 

注：3）LGeqとは、「等価音圧レベル（G特性）」を表す。 

注：4）LG5とは、「5％時間率低周波音圧レベル（G特性）」を表す。 

注：5）参考指標値：道路環境影響評価の技術手法（平成 12 年 11 月 （財）道路環境研究所） 

注：6）G 特性：1-20Hz の超低周波音の人体感覚を評価するための周波数補正特性 
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表 4.1.4-3 1/3 オクターブバンド音圧レベル調査結果 

 

  

単位：dB

1/3ｵｸﾀｰﾌﾞ
ﾊﾞﾝﾄﾞ周波数

1 1.25 1.6 2 2.5 3.15 4 5 6.3 8 10 12.5 16 20 25 31.5 40 50 63 80 AP

Leq 79.2 79.1 78.6 78.0 77.3 76.5 75.5 74.2 72.8 71.4 70.0 69.0 67.7 66.4 65.3 62.5 65.2 62.8 64.5 60.6 87.2

LGeq 36.2 41.6 46.0 49.7 53.2 56.5 59.5 62.2 64.8 67.4 70.0 73.0 75.4 75.4 69.0 58.5 53.2 42.8 36.5 24.6 80.5

Leq 76.7 75.9 75.6 74.8 73.4 72.0 70.9 69.5 68.0 67.4 67.9 67.6 70.5 65.3 69.7 64.0 63.3 66.4 62.5 62.5 84.1

LGeq 33.7 38.4 43.0 46.5 49.3 52.0 54.9 57.5 60.0 63.4 67.9 71.6 78.2 74.3 73.4 60.0 51.3 46.4 34.5 26.5 80.6

Leq 82.3 82.1 81.6 81.3 80.8 80.4 79.7 78.7 77.6 76.4 75.2 76.4 73.1 70.7 70.0 66.7 68.2 80.3 64.5 63.1 91.2

LGeq 39.3 44.6 49.0 53.0 56.7 60.4 63.7 66.7 69.6 72.4 75.2 80.4 80.8 79.7 73.7 62.7 56.2 60.3 36.5 27.1 85.9

- - - - - - - 70 71 72 73 75 77 80 83 87 93 99 - - -

- - - - - - - - - - 92 88 83 76 70 64 57 52 47 41 -

調査地点

注：1）各測定値は測定期間中の最大値を示し、物的苦情に関する参照値を超えたものは赤字、心身に係る苦情に関する参照値を超えたものは青字で示した

敷地境界（北側）

敷地境界（東側）

工場棟西側

　物的苦情に関する参照値（Leq）

　心身に係る苦情に関する参照値（Leq）

注：2）Leqとは、「等価音圧レベル(1-80Hz平坦特性）」を表す。

注：3）LGeqとは、「等価音圧レベル（G特性）」を表す。

注：4）参考指標値：低周波音問題対応の手引書（平成16年6月　環境省）

注：5）G特性：1-20Hzの超低周波音の人体感覚を評価するための周波数補正特性

注：6）APのLeqは1-80Hz、LGeqは1-20Hzのエネルギー平均値を表す。
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1.5 施設稼働振動 

1) 調査の概要 

調査の概要を表 4.1.5-1 に、調査地点を図 4.1.3-1 に示す。 

調査は、供用後の施設が定常的に稼働している時期に実施した。 
 

表 4.1.5-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日・時間 調査方法 調査地点 

施設稼働振動 振動レベル 

令和 4年 1月 22 日

「特定工場等において発生す

る振動の規制に関する基準」

に定める方法 

敷地境界（北側） 

敷地境界（東側） 

敷地境界（西側） 

（図 4.1.3-1 参照）

15:00 

～ 

令和 4年 1月 23 日

15:00 

 

2) 調査結果 

調査結果を表 4.1.5-2 に示す。 

すべての調査地点で 30dB 未満であり、環境保全目標を満足していた。 

 

表 4.1.5-2 調査結果 

 

  

単位：dB

区域の区分

昼間 <30 ○ 60

夜間 <30 ○ 50

昼間 <30 ○ 65

夜間 <30 ○ 55

昼間 <30 ○ 65

夜間 <30 ○ 55

敷地境界（北側）

第一種区域敷地境界（東側）

敷地境界（西側）

注：1）振動規制法に基づく「特定工場等において発生する振動の規制に関する基準」による
       規制基準。（第１種区域）

　　　 ただし、敷地境界（北側）は50m以内に県立太田高等特別支援学校が立地することか
       ら5dB減じた値とする。

項目
時間
区分

振動レベル
(L10）

備考

規制基準
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1.6 一般環境中の放射性物質 

1) 調査の概要 

調査の概要を表 4.1.6-1 に示す。 

調査は供用後の施設が定常的に稼働している時期に実施した。 
 

表 4.1.6-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日 調査方法 調査対象 

一般環境中の

放射性物質 
放射性物質 

令和 3年 4月  8日

令和 3年 5月 12日

令和 4年 2月  8日

令和 4年 2月 17日

廃棄物の事故由来放射性物質 
についての放射能濃度の測定方法 

 (平成23年12月28日環境省告示第
107 号) 

排ガス 
（ばい煙） 
焼却灰 

ばいじん 
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2) 調査結果 

放射性物質の調査結果を表 4.1.6-2 及び表 4.1.6-3 に示す。 

排ガス中のセシウムの濃度は２炉ともに不検出であった。 

また、焼却灰については、合計 17～19Bq/kg の範囲、ばいじんについては合計 123Bq/kg の範囲で

あり、放射性物質汚染対処特措法に基づく指定基準（8,000Bq/kg）を下回っていた。 

よって、環境保全目標である「放射性物質の移動、排出により、その汚染範囲を拡大させないこと。」

を満足していた。 

 

表 4.1.6-2 調査結果（排ガス：ばい煙） 

調査年月日 調査対象 測定項目
濃度 

(Bq/m3) 
濃度限度に 

対する割合 2） 環境保全目標 

令和 4年 2月 17日 

排ガス 

1 号炉 

Cs-134 4（不検出） - 放射性物質の移動、排出に

より、その汚染範囲を拡大

させないこと。 

 

（参考） 

濃度限度に対する割合が 1

を超えないようにするこ

と。2) 

Cs-137 4（不検出） - 

合計 1) - 0.33 

令和 4年 2月 8 日 2 号炉 

Cs-134 4（不検出） - 

Cs-137 4（不検出） - 

合計 1) - 0.33 

注：1）排ガス中の放射性物質の濃度はガスとダストの2つを同時に測定しており、調査結果に示す値はその合計である。

結果はガスとダストの両方で検出下限値未満（<2Bq/m3）であったため、検出下限値を用いて濃度及び濃度限度に

対する割合をを算出している。 

  2）濃度限度に対する割合の算出方法を以下に示す。 

Cs-134の濃度(Bq/m3)/20(Bq/m3)+Cs-137の濃度(Bq/m3)/30(Bq/m3) 

 

表 4.1.6-3 調査結果（焼却灰、ばいじん） 

 

  

調査年月日 調査対象 測定項目 
濃度 

(Bq/㎏) 
環境保全目標 

令和 3年 5月 12日 

焼却灰

1 号炉 

Cs-134 不検出 

放射性物質の移動、排出

により、その汚染範囲を

拡大させないこと。 

 

（参考） 

焼却灰、ばいじん：放射

性物質汚染対処特措法に

基づく指定基準

（8,000Bq/kg） 

Cs-137 19 

合計 19 

令和 3年 4月 8 日 2 号炉 

Cs-134 不検出 

Cs-137 17 

合計 17 

令和 3年 4月 8 日 ばいじん 

Cs-134 不検出 

Cs-137 123 

合計 123 

4-12



2 環境調査 

2.1 大気質 

1) 調査の概要 

調査の概要を表 4.2.1-1 に、調査地点を図 4.2.1-1 に示す。 

調査時期は、焼却施設の稼働については、年間での影響を把握するため、４季調査を実施した。ま

た、自動車交通の発生による影響については、廃棄物運搬車両の走行ルート２地点で１回実施した。 
 

表 4.2.1-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日 調査方法 調査地点 

焼却施設

の稼働 

二酸化硫黄、 

二酸化窒素、 

浮遊粒子状物質、 

ダイオキシン類、

塩化水素、 

水銀 

令和 3年 4月 20 日～

「大気の汚染に係る環
境基準について」に定め
る方法 
(塩化水素、水銀につい
ては1日のみ) 

No.2  天神公園 

No.3  西矢島公園 

No.4  西新町1号公園 

No.5  由良町寺家区民広場

（図 4.2.1-1 参照） 

令和 3年 4月 26 日

令和 3年 8月 25 日～

令和 3年 8月 31 日

令和3年10月26日～

令和 3年 11 月 1 日

令和 4年 1月 25 日～

令和 4年 1月 31 日

自動車交

通の発生 

二酸化窒素、 

浮遊粒子状物質、 

  

「大気の汚染に係る環
境基準について」に定め
る方法 

走行ルート 2地点 

No.6 市道 1級 26 号線 

No.8 市道 1級 30 号線 

（図 4.2.1-1 参照） 

令和3年10月18日～

令和 3年 10 月 24 日
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0 250 500 1000m

Ｓ＝1:25,000
Ｎ

凡例

県道　鳥山・竜舞線

国
道

407
号

国道354号

対象事業実施区域

●：環境大気調査地点

：沿道大気・騒音振動調査地点●

：廃棄物運搬車両主要走行ルート

●

●

●

●

No.2

No.3No.4

No.5

●

●

No.6

No.8

図4.2.1-1　大気質等調査地点

No.6
市道1級26号線

No.8
市道1級30号線

No.4
西新町1号公園

No.3
西矢島公園

No.2
天神公園

No.5
由良町寺家区民広場
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2) 調査結果 

(1) 焼却施設の稼働 

調査結果を表 4.2.1-2 に示す。 

調査結果より、すべての地点で環境保全目標を満足していた。また、評価書に記載の予測濃度と比

較すると同程度または低い数値を示した。 

なお、水銀について、評価書縦覧段階では排ガスの排出基準が定められていなかったため、予測評

価を行っておらず、環境保全目標も設定されていない。その後、平成 30 年４月１日から排ガスの排

出基準が定められたため、事後調査では水銀の測定を実施した。「今後の有害大気汚染物質対策のあ

り方について（第 7 次答申：平成 15 年７月 31 日）」に示されている指針値と比較すると、指針値を

下回っていた。 
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表4.2.1-2（1/6） 調査結果 （二酸化硫黄） 

 
 

 

 

表4.2.1-2（2/6） 調査結果 （二酸化窒素） 

 

 

  

年平均 日平均 春季 夏季 秋季 冬季 年間
適合：○

不適合：×

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.002 0.002 － 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.005 － 0.006 0.003 0.002 0.002 0.002 0.003 ○ 0.04以下

１時間濃度が0.1ppmを超えた時間数 （時間） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.003 0.003 － 0.002 0.000 0.001 0.000 0.001 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.006 － 0.004 0.003 0.000 0.001 0.000 0.003 ○ 0.04以下

１時間濃度が0.1ppmを超えた時間数 （時間） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.003 0.003 － 0.002 0.001 0.001 0.000 0.001 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.006 － 0.006 0.002 0.002 0.002 0.001 0.002 ○ 0.04以下

１時間濃度が0.1ppmを超えた時間数 （時間） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.003 0.003 － 0.002 0.002 0.001 0.002 0.002 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.005 － 0.006 0.002 0.002 0.001 0.002 0.002 ○ 0.04以下

１時間濃度が0.1ppmを超えた時間数 （時間） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

注：1)平成27年度に実施している評価書記載の調査結果。
注：2)日平均予測濃度は、評価書記載の年平均値を換算したもの。
注：3)「大気の汚染に係る環境基準について」に基づく。

No.4
西新町
1号公園

No.5
由良町寺家
区民広場

No.2
天神公園

No.3
西矢島公園

調査地点 調査項目
H27

 平均値1)

予測濃度2) 令和3年度供用後調査結果 環境保全目標3)

年平均 日平均 春季 夏季 秋季 冬季 年間
適合：○

不適合：×

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.012 0.012 － 0.006 0.006 0.009 0.011 0.008 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.022 － 0.028 0.011 0.008 0.013 0.022 0.022 ○
0.04～

0.06以下

日平均濃度が0.06ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.012 0.013 － 0.008 0.004 0.008 0.013 0.008 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.021 － 0.027 0.012 0.006 0.011 0.022 0.022 ○
0.04～

0.06以下

日平均濃度が0.06ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.012 0.013 － 0.008 0.007 0.013 0.014 0.011 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.022 － 0.030 0.012 0.009 0.017 0.024 0.024 ○
0.04～

0.06以下

日平均濃度が0.06ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.011 0.012 － 0.005 0.005 0.009 0.010 0.007 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.021 － 0.028 0.009 0.006 0.012 0.020 0.020 ○
0.04～

0.06以下

日平均濃度が0.06ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

注：1)平成27年度に実施している評価書記載の調査結果。
注：2)日平均予測濃度は、評価書記載の年平均値を換算したもの。
注：3)「二酸化窒素に係る環境基準について」に基づく。

No.4
西新町
1号公園

No.5
由良町寺家
区民広場

No.2
天神公園

No.3
西矢島公園

調査地点 調査項目

H27
 平均値

1)

予測濃度2) 令和3年度供用後調査結果 環境保全目標3)
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表4.2.1-2（3/6） 調査結果 （浮遊粒子状物質） 

 

 

表4.2.1-2（4/6） 調査結果 （塩化水素） 

 

 

  

年平均 日平均 春季 夏季 秋季 冬季 年間
適合：○

不適合：×

期 間 内 平 均 濃 度 （mg/m3） 0.018 0.018 － 0.014 0.021 0.012 0.012 0.015 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （mg/m3） 0.055 － 0.049 0.018 0.024 0.020 0.022 0.024 ○ 0.10以下

１時間濃度が0.20ppmを超えた時間数 （時間） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.10ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

期 間 内 平 均 濃 度 （mg/m3） 0.018 0.018 － 0.014 0.020 0.013 0.011 0.015 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （mg/m3） 0.040 － 0.049 0.020 0.029 0.023 0.020 0.029 ○ 0.10以下

１時間濃度が0.20ppmを超えた時間数 （時間） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.10ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

期 間 内 平 均 濃 度 （mg/m3） 0.017 0.017 － 0.014 0.020 0.011 0.012 0.014 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （mg/m3） 0.042 － 0.049 0.019 0.026 0.018 0.024 0.026 ○ 0.10以下

１時間濃度が0.20ppmを超えた時間数 （時間） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.10ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

期 間 内 平 均 濃 度 （mg/m3） 0.018 0.018 － 0.016 0.027 0.010 0.010 0.016 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （mg/m3） 0.043 － 0.049 0.023 0.028 0.014 0.019 0.028 ○ 0.10以下

１時間濃度が0.20ppmを超えた時間数 （時間） 0 － － 0 0 0 0 － － －

日平均濃度が0.10ppmを超えた日数 （日） 0 － － 0 0 0 0 － － －

注：1)平成27年度に実施している評価書記載の調査結果。
注：2)日平均予測濃度は、評価書記載の年平均値を換算したもの。
注：3)「大気の汚染に係る環境基準について」に基づく。

No.4
西新町
1号公園

No.5
由良町寺家
区民広場

No.2
天神公園

No.3
西矢島公園

調査地点 調査項目

H27
 平均値

1)

予測濃度2) 令和3年度供用後調査結果 環境保全目標3)

春季 夏季 秋季 冬季 年間
適合：○

不適合：×

No.2
天神公園

<0.002 0.010 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 0.02

No.3
西矢島公園

<0.002 0.010 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 0.02

No.4
西新町1号公園

<0.002 0.010 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 0.02

No.5
由良町寺家区民広場

<0.002 0.010 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 ○ 0.02

注：1)平成27年度調査結果は、評価書記載の調査結果の最高値。
注：2)予測結果は、評価書記載の近隣施設、近隣住居における1時間値の予測結果の最高値。
注：3)環境庁大気保全局長通達(昭和52年環大規第136号)に基づく。

単位：ppm

環境保全目標
3)

調査地点
平成27年度

調査結果
1)  予測結果

2)

令和3年度　供用時調査結果
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表4.2.1-2（5/6） 調査結果 （水銀） 

 

 

表4.2.1-2（6/6） 調査結果 （ダイオキシン類） 

 

 

  

春季 夏季 秋季 冬季 年間
適合：○

不適合：×

No.2
天神公園

－ － 2.0 2.5 1.1 0.7 1.6 ○ 40

No.3
西矢島公園

－ － 2.0 2.7 1.3 2.4 2.1 ○ 40

No.4
西新町1号公園

－ － 2.1 0.8 1.7 2.7 1.8 ○ 40

No.5
由良町寺家
区民広場

－ － 2.1 1.5 1.4 1.6 1.7 ○ 40

注：1)平成27年度は調査を実施していない。
注：2)評価書では、水銀についての予測を行っていない。
注：3)指針値、今後の有害大気汚染物質対策のあり方について。(第７次答申：平成15年７月31日)

調査地点
指針値

3)

平成27年度

調査結果
1)  予測結果

2)

令和3年度　供用時調査結果

単位：ng/m
3

春季 夏季 秋季 冬季 年間
適合：○

不適合：×

No.2
天神公園

0.047 0.047 0.0064 0.0076 0.0076 0.0059 0.0069 ○ 0.6

No.3
西矢島公園

0.052 0.052 0.0057 0.0096 0.0078 0.014 0.0093 ○ 0.6

No.4
西新町1号公園

0.063 0.063 0.0071 0.013 0.0043 0.011 0.0089 ○ 0.6

No.5
由良町寺家区民広場

0.059 0.059 0.0035 0.0072 0.0084 0.015 0.0085 ○ 0.6

注：1)平成27年度調査結果は、評価書記載の調査結果の平均値。
注：2)予測結果は年平均値。
注：3)ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準

　　　（環境庁告示第68号 平成11年12月27日）に基づく。　

単位：pg-TEQ/m
3

環境保全目標
3)令和3年度　供用時調査結果

平成27年度

調査結果
1)調査地点  予測結果

2)
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(2) 自動車交通の発生 

調査結果を表 4.2.1-3 に示す。 

二酸化窒素（ＮＯ２）及び浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）について、ともに環境保全目標を満足してい

た。また、評価書に記載の予測濃度と比較すると、これを下回っていた。なお、調査期間中に実施し

た交通量調査時の廃棄物運搬車両台数は、No.6 市道 1 級 26 号線で 214 台/日、No.8 市道 1 級 30 号線

で 119 台/日であった（各調査地点の断面交通量の詳細は 2.2 騒音参照）。一方、評価書の予測台数は

No.6 市道 1 級 26 号線で 126 台/日、No.8 市道 1 級 30 号線で 114 台/日であり、想定よりもやや多い

台数であった。 

 

表4.2.1-3（1/2） 調査結果（二酸化窒素） 

 

 

表4.2.1-3（2/2） 調査結果（浮遊粒子状物質） 

 

  

平成27年度 令和3年度

調査結果

（年間平均）1)
供用後

調査結果
適合：○
不適合：×

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.013 － 0.007 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.025 0.028 0.011 ○
0.04～

0.06以下

日平均濃度が0.06ppmを超えた日数 （日） 0 － 0 － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － 0 － －

期 間 内 平 均 濃 度 （ppm） 0.012 － 0.007 － －

日 平 均 最 高 濃 度 （ppm） 0.024 0.026 0.012 ○
0.04～

0.06以下

日平均濃度が0.06ppmを超えた日数 （日） 0 － 0 － －

日平均濃度が0.04ppmを超えた日数 （日） 0 － 0 － －

注：1)平成27年度調査結果は、評価書記載の調査結果。

注：2)日平均予測濃度は、評価書記載の年平均値を換算したもの。

注：3)「二酸化窒素に係る環境基準について」に基づく。

No.8
市道1級
30号線

調査地点 調査項目
 予測濃度2)

日平均

環境保全目標3)

No.6
市道1級
26号線

平成27年度 令和3年度

調査結果

（年間平均）1)
供用後

調査結果
適合：○
不適合：×

期 間 内 平 均 濃 度（mg/m3） 0.017 － 0.010 － －

日 平 均 最 高 濃 度（mg/m3） 0.045 0.032 0.018 ○ 0.10以下

１時間濃度が0.20ppmを超えた時間数（時間） 0 － 0 － －

日平均濃度が0.10ppmを超えた日数 （日） 0 － 0 － －

期 間 内 平 均 濃 度（mg/m3） 0.018 － 0.009 － －

日 平 均 最 高 濃 度（mg/m3） 0.042 0.034 0.013 ○ 0.10以下

１時間濃度が0.20ppmを超えた時間数（時間） 0 － 0 － －

日平均濃度が0.10ppmを超えた日数 （日） 0 － 0 － －

注：1)平成27年度調査結果は、評価書記載の調査結果。

注：2)日平均予測濃度は、評価書記載の年平均値を換算したもの。

注：3)「大気の汚染に係る環境基準について」に基づく。

No.8
市道1級
30号線

調査地点 調査項目
 予測濃度2)

日平均

環境保全目標3)

No.6
市道1級
26号線
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2.2 騒音 

1) 調査の概要 

自動車交通の発生による騒音について、調査の概要を表 4.2.2-1 に、調査地点を図 4.2.1-1 示す。 

調査時期は、施設供用後の平日とした。 

 

表 4.2.2-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日・時間 調査方法 調査地点 

自動車交通

の発生 

騒音レベル

交通量 

令和3年10月18日 騒音レベル：「騒音に係る環

境基準について」等に定める

方法 

交通量：カウンター計測等に

よる方法 

走行ルート2地点 

No.6 市道1級26号線

No.8 市道1級30号線

（図4.2.1-1参照） 

12:00 

～ 

令和3年10月19日

12:00 

 

 

2) 調査結果 

(1) 自動車交通の発生 

道路交通騒音の調査結果を表 4.2.2-2 及び図 4.2.2-1 に、交通量と道路交通騒音の関連性について

図 4.2.2-2 に、平成 27 年度（評価書記載）の調査結果及び予測値と併せて示した。 

昼間（6 時～22 時）における等価騒音レベル(LAeq)は、No.6 市道 1 級 26 号線では 64.9dB、No. 8 市

道 1 級 30 号線では 63.9dB であり、環境保全目標（65dB）を満足していた。また、平成 27 年度調査

結果及び予測値と比較すると、全体的に数値は低い傾向であった。 

また、交通量と道路交通騒音の関連性について、平成 27 年度調査と比較すると、その傾向は類似

していた。なお、令和3年度における6時～22時の時間帯の交通量は平成27年度比でNo.6では84％、

No.8 では 88％となっており減少していた。 
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表 4.2.2-2（1/2） 道路交通騒音調査結果（No.6 市道 1 級 26 号線） 

 

注：廃棄物運搬車両が走行する時間帯である昼間（6時～22 時）のみを示した。 

図 4.2.2-1（2/2） 道路交通騒音調査結果（No.6 市道 1 級 26 号線） 

 

 

  

単位：dB
令和３年度供用時調査結果

(b)

LAeq (b)－(a) LAeq (b)－(c) LAeq

  6～7時 63.4 - 0.6 62.8 - 0.6 63.4

　7～8時 67.3 - 0.8 66.5 - 0.8 67.3

　8～9時 67.8 - 1.9 65.9 - 2.3 68.2

 9～10時 66.2 - 0.2 66.0 - 0.8 66.8

10～11時 66.2 - 0.1 66.1 - 0.5 66.6

11～12時 65.5 - 0.8 64.7 - 1.3 66.0

12～13時 65.0 - 1.2 63.8 - 1.2 65.0

13～14時 65.7 - 0.7 65.0 - 1.2 66.2

14～15時 65.5 - 0.7 64.8 - 1.2 66.0

15～16時 66.0 - 0.5 65.5 - 0.9 66.4

16～17時 65.9 - 0.3 65.6 - 0.6 66.2

17～18時 66.6 - 1.3 65.3 - 1.3 66.6

18～19時 65.8 - 0.6 65.2 - 0.6 65.8

19～20時 65.2 - 1.1 64.1 - 1.1 65.2

20～21時 64.5 - 2.0 62.5 - 2.0 64.5

21～22時 62.6 - 2.6 60.0 - 2.6 62.6

6～22時平均 65.7 - 0.9 64.9 - 1.1 66.0 目標との適否：適合
注：1)平成27年度調査結果は、評価書記載の調査結果。

平成27年度調査結果

(a)1)時間帯 環境保全目標(c)

予測値

「騒音に係る環境基準」
Ｂ地域のうち２車線以上
の車線を有する道路に面

する地域

65dB以下
　（昼間：6時～22時）

60

62

64

66

68

70

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

騒
音
ﾚ
ﾍ
ﾞﾙ
(
d
B
)

時間

平成27年度調査結果
令和３年度供用時調査結果
予測値
環境保全目標
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表 4.2.2-2（2/2） 道路交通騒音調査結果（No.8 市道 1 級 30 号線） 

 

注：廃棄物運搬車両が走行する時間帯である昼間（6時～22 時）のみを示した。 

図 4.2.2-1（2/2） 道路交通騒音調査結果（No.8 市道 1 級 30 号線） 

  

令和３年度供用時調査結果

(b)

LAeq (b)－(a) LAeq (b)－(c) LAeq

  6～7時 68.1 - 6.3 61.8 - 6.3 68.1

　7～8時 70.5 - 4.6 65.9 - 4.6 70.5

　8～9時 69.5 - 3.8 65.7 - 4.3 70.0

 9～10時 68.0 - 4.5 63.5 - 5.1 68.6

10～11時 67.3 - 2.9 64.4 - 3.6 68.0

11～12時 66.9 - 2.7 64.2 - 3.5 67.7

12～13時 67.3 - 3.7 63.6 - 3.7 67.3

13～14時 66.8 - 2.6 64.2 - 3.5 67.7

14～15時 67.1 - 3.4 63.7 - 4.1 67.8

15～16時 68.0 - 3.5 64.5 - 4.1 68.6

16～17時 69.0 - 4.7 64.3 - 5.2 69.5

17～18時 70.1 - 5.1 65.0 - 5.1 70.1

18～19時 68.6 - 4.6 64.0 - 4.6 68.6

19～20時 67.7 - 5.3 62.4 - 5.3 67.7

20～21時 67.2 - 5.6 61.6 - 5.6 67.2

21～22時 65.1 - 6.6 58.5 - 6.6 65.1

6～22時平均 68.2 - 4.3 63.9 - 4.6 68.5 目標との適否：適合
注：1)平成27年度調査結果は、評価書記載の調査結果。

時間帯

平成27年度調査結果 予測値

環境保全目標(a)1) (c)

「騒音に係る環境基準」
Ｂ地域のうち２車線以上
の車線を有する道路に面

する地域

65dB以下
　（昼間：6時～22時）

58

60

62

64

66

68

70

72

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

騒
音

ﾚ
ﾍ
ﾞﾙ
(
d
B
)

時間

平成27年度調査結果
令和３年度供用時調査結果
予測値
環境保全目標

4-22



注：1)平成27年度は、評価書記載の調査結果。
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図 4.2.2-2（1/2） 自動車交通量と道路交通騒音の関連性（No.6 市道 1 級 26 号線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図 4.2.2-2（2/2） 自動車交通量と道路交通騒音の関連性（No.8 市道 1 級 30 号線） 

 

  

 交通量（6時～22 時）

平成 27 年度：8,417 台

令和 3年度：7,071 台

 交通量（6時～22 時）

平成 27 年度：5,733 台

令和 3年度：5,040 台
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2.3 振動 

1) 調査の概要 

自動車交通の発生による振動について、調査の概要を表 4.2.3-1 に、調査地点を図 4.2.1-1 示す。 

調査時期は、施設供用後の平日とした。 

 

表 4.2.3-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日・時間 調査方法 調査地点 

自動車交通

の発生 
振動レベル

令和3年10月18日

振動レベル測定法（JIS Z 

8735）に定める方法 

走行ルート2地点 

No.6 市道1級26号線

No.8 市道1級30号線

（図4.2.1-1参照） 

12:00 

～ 

令和3年10月19日

12:00 

 

2) 調査結果 

道路交通振動調査結果を表 4.2.3-2、図 4.2.3-1 に示す。 

振動レベル(L10)は、No.6 市道 1 級 26 号線では昼間 31dB、No.8 市道 1 級 30 号線では昼間 36dB で

あり、環境保全目標（昼間 65dB）を満足していた。また、平成 27 年度調査結果及び予測値と比較す

ると、全体的に低かった。 
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表 4.2.3-2（1/2） 道路交通振動調査結果（No.6 市道 1 級 26 号線） 

 

注：廃棄物運搬車両が走行する時間帯である昼間（8時～19 時）のみを示した。 

図 4.2.3-1（1/2） 道路交通振動調査結果（No.6 市道 1 級 26 号線） 

  

単位：dB
令和３年度供用時調査結果

(b)

L10 (b)－(a) L10 (b)－(c) L10

8～9時 51 - 9 42 - 10 52

9～10時 50 - 7 43 - 8 51

10～11時 52 - 8 44 - 9 53

11～12時 50 - 9 41 - 10 51

12～13時 49 - 10 39 - 10 49

13～14時 50 - 8 42 - 9 51

14～15時 49 - 7 42 - 8 50

15～16時 50 - 7 43 - 8 51

16～17時 49 - 9 40 - 10 50

17～18時 49 - 9 40 - 9 49

18～19時 49 - 10 39 - 10 49

8～19時平均 50 - 8 41 - 9 50 目標との適否：適合
注：1)平成27年度調査結果は、評価書記載の調査結果。

注：2)振動レベルの計算について、「<30」を「30」として取扱った。

「道路交通振動の限度
(要請限度)」第１種区域

65dB以下
　（昼間：8時～19時）
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表 4.2.3-2（2/2） 道路交通振動調査結果（No.8 市道 1 級 30 号線） 

 

注：廃棄物運搬車両が走行する時間帯である昼間（8時～19 時）のみを示した。 

図 4.2.3-1（2/2） 道路交通振動調査結果（No.8 市道 1 級 30 号線） 

 

単位：dB
令和３年度供用時調査結果

(b)

L10 (b)－(a) L10 (b)－(c) L10

8～9時 42 - 6 36 - 8 44

9～10時 43 - 7 36 - 9 45

10～11時 43 - 5 38 - 7 45

11～12時 42 - 5 37 - 7 44

12～13時 41 - 5 36 - 5 41

13～14時 41 - 6 35 - 9 44

14～15時 42 - 6 36 - 8 44

15～16時 43 - 6 37 - 8 45

16～17時 43 - 7 36 - 9 45

17～18時 43 - 8 35 - 8 43

18～19時 41 - 8 33 - 8 41

昼間平均 42 - 6 36 - 7 43 目標との適否：適合
注：1)平成27年度調査結果は、評価書記載の調査結果。

注：2)振動レベルの計算について、「<30」を「30」として取扱った。

注：1)平成27年度調査結果は、評価書記載の調査結果。

「道路交通振動の限度
(要請限度)」第１種区域

　　65dB以下
　（昼間：8時～19時）

予測値

環境保全目標(a)1) (c)時間帯
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2.4 景観 

1) 調査の概要

調査の概要を表 4.2.4-1に、調査地点を図 4.2.4-1に示す。

調査は施設供用開始後に実施した。

表 4.2.4-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日 調査方法 調査地点 

建築物の存在 
主要な眺望地点か

らの景観 
令和 4 年 1 月 31 日 写真撮影による方法 

主要眺望地点 5 地点 

（北側、北側近景 

東側、南側、西側） 

2) 調査結果

調査結果を図 4.2.4-2に示す。

北側近景における景観について、建屋全体の大きさが計画当初よりも小さくなったことで圧迫感は

評価書の予測よりも軽減されている。また、シンプルな色彩・デザインとなっており、施設の存在に

よる景観への影響は軽減されている。 

北側、東側からの景観についても、建屋全体の大きさが計画当初よりも小さくなったことから、評

価書の予測よりも施設の存在による景観への影響は軽減されている。 

西側からの景観について、新施設（クリーンプラザ）の存在は確認できるが、手前の旧施設に遮ら

れることから、施設の存在は目立たない。また、評価書の予測と大きな差はみられない。 

南側からの景観について、新施設（クリーンプラザ）の存在は確認できるが、それぞれ煙突と建屋

の一部が確認できる程度であり、施設の存在による景観への影響は小さく、評価書の予測と大きな差

はみられない。 

以上のことから、施設の存在による景観への影響は低減されている。 
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図 4.2.4-2(1/5) 予測結果と現況との比較 （北側近景） 
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図 4.2.4-2(2/5) 予測結果と現況との比較 （北側） 

 

 

 

 

 

 

予   測 

 

現   況 

計画施設 

4-30



図 4.2.4-2(3/5) 予測結果と現況との比較 （東側） 
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図 4.2.4-2(4/5) 予測結果と現況との比較 （南側） 
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図 4.2.4-2(5/5) 予測結果と現況との比較 （西側） 
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2.5 廃棄物等 

1) 調査の概要 

調査の概要を表 4.2.5-1 に示す。 

調査は、施設の供用が開始された令和 3 年度の処理実績の把握・集計により実施した。 

 

表 4.2.5-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日 調査方法 

焼却施設の 

稼働 

環境保全措置の実

施状況 

施設が定常的に稼働

している時期 

廃棄物の搬出・再資源化状況の記録等

の把握・集計による方法 

 

 

2) 調査結果 

調査結果を表 4.2.5-2 に示す。 

焼却残渣について、太田市外三町広域一般廃棄物(ごみ)処理基本計画に掲げる平成 40 年度（令和

10 年度）における一般廃棄物の資源化率 21.4％、資源化率及び最終処分量の減量化率 25.5%の目標を

達成するため、資源化の推進が図られる。この目標を達成するため、焼却残渣の約 32%以上を資源化

するものとしている。 

令和３年度は、焼却残渣の約 56.34%を資源化しており、環境保全目標である「廃棄物の排出量を出

来る限り抑制すること。」を満足している。 

 

表 4.2.5-2 調査結果 

項目 単位 
令和3年度

稼働時 

予測結果 1) 環境保全 

目標 令和 3年度 令和7年度 令和10年度 

年間排出量 ｔ/年 106,138 105,172 102,677 100,601 

廃棄物の排出

量を出来る限

り抑制するこ

と 

焼却残渣 発生量 ｔ/年 10,262 10,055 9,700 9,418 

資源化 

焼却残渣 ｔ/年 5,781 3,179 3,067 2,979 

発生量に占める割合 ％ 56.34 31.62 31.62 31.63 

焼却残渣以外 ｔ/年 12,512 17,486 18,128 18,571 

資源化量計 ｔ/年 18,292 20,665 21,195 21,550 

資源化率 ％ 17.23 19.65 20.64 21.42 

最終処分 

焼却残渣 ｔ/年 4,481 6,876 6,633 6,439 

発生量に占める割合 ％ 43.66 68.38 68.38 68.37 

焼却残渣以外 ｔ/年 1,787 1,754 1,712 1,672 

最終処分計 ｔ/年 6,268 8,630 8,345 8,111 

注：1）「太田市外三町広域一般廃棄物処理施設 施設整備基本計画」（平成 27 年 12 月 太田市外三町広域清掃組合）に 

記載された予測値。 

  

4-34



2.6 温室効果ガス 

1) 調査の概要 

調査の概要を表 4.2.6-1に示す。 

調査は、施設供用後の焼却施設が定常的に稼働している時期に実施した。 
 

表 4.2.6-1 調査の概要 

区分 調査項目 調査年月日 調査方法 

焼却施設の 

稼働 

廃棄物の処理量及

び種類、電気及び

燃料の使用 

施設が定常的に稼働

している時期 

運転記録、稼働記録の把握、集計によ

る方法 

 

自動車交通の 

発生 
燃料の使用 

施設が定常的に稼働

している時期 

 

 

 

2) 調査結果 

(1) 焼却施設の稼働 

一般廃棄物焼却量、燃料及び電気の使用量に関する調査結果を表 4.2.6-2に示す。 

 

表 4.2.6-2 調査結果 

      区 分 
 
 
  項目 

単位 

年間焼却量等 
(焼却量､使用量) 

太田市 
清掃センター1） 

大泉町外二町 
清掃センター1） 

予測 
新施設 

（クリーンプラザ） 

焼却施設の種類 － 連続燃焼式 連続燃焼式 連続燃焼式 連続燃焼式 

一
般
廃
棄
物
焼
却 

一般廃棄物焼却 t/年 66,863.73 29,948.36 84,404 91,182 

廃プラスチック類の
焼却 2） 

t/年 9,681.87 4,336.52 12,222 13,203 

合成繊維の焼却 2） t/年 1,892.40 847.61 2,389 2,581 

燃
料 

A 重油の使用 L/年 13,419 85,541.4 － － 

軽油の使用 L/年 － － 96,000 － 

灯油の使用 L/年 － － － 168，137 

電
気 

電気の使用 kWh/年 8,537,360 3,148,115 -33,619,000 3） -57,351,144 3） 

注：1）各センターの数値は、平成 27 年度実績による。 

2）廃プラスチック類及び合成繊維の焼却量は、「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル ver.4.1 平成 28年 2 

月（環境省・経済産業省）」または「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル ver.4.8 令和 4 年 1 月（環境省・

経済産業省）」により算出した。 

3）電気の使用量について、マイナスは使用量より発電量が多いことを示す。 
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焼却施設の稼働に伴う温室効果ガスの排出量を算出すると、表 4.2.6-3に示すとおりである。 

温室効果ガスの排出量については、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年 10 月 9 日）

に基づき以下の式により求めた。 

 

（一般廃棄物焼却） 廃棄物の焼却量(t)×単位焼却当たりの CO2排出量(tCO2/t) 

（ 燃   料 ） 燃料使用量(kL)×単位発熱量(GJ/kL)×排出係数(tC/GJ)×44/12 

（ 電   気 ） 電気使用(発電)量(kWh)×単位使用(発電)量当たりの CO2排出量(tCO2/kWh) 

 

なお、CH4及び N2Oを含めた合計排出量（CO2換算値）についても併せて示した。 

新施設（クリーンプラザ）による温室効果ガスの排出量は 15,480tCO2/年であり、旧施設と比較す

ると、70.7％の削減となった。また、予測結果と比較しても大きく減少している。この要因として、

ごみの焼却に伴う発電量が予測より多かったことがあげられる。 

 

表 4.2.6-3 温室効果ガス排出量（焼却施設の稼働） 

 旧施設 2）稼働時 

(平成 27 年度実績) 
予測結果 

新施設（クリーンプラザ） 

(令和 3 年度実績) 

   区分 

 

発生要因 

CO2 

(tCO2/年) 

CH4 

(tCH4/年) 

N2O 

(tN2O/年) 

CO2 

(tCO2/年) 

CH4 

(tCH4/年) 

N2O 

(tN2O/年) 

CO2 

(tCO2/年) 

CH4 

(tCH4/年) 

N2O 

(tN2O/年) 

一般廃棄物焼

却 
－ 

0.92 5.49 
－ 

0.80 4.79 
－ 

0.87 5.17 

(2.2) (1,635) (2.0) (1,426) (2.1) (1,540) 

廃プラスチッ

ク類の焼却 
38,830 － － 33,854 － － 36,574 － － 

合成繊維の 

焼却 
6,274 － － 5,470 － － 5,910 － － 

重油の使用 268 － － － － － － － － 

軽油の使用 － － － 247 － － － － － 

灯油の使用 － － － － － － 433 － － 

電気の使用 5,901 － － -16,977 － － 
-28,962 

－ － 
(-15,225) 

合計排出量 

(CO2換算 

排出量) 

52,910  tCO2/年 24,022  tCO2/年 
15,480 tCO2/年 

（旧施設からの削減率：70.7％） 

注：1）一般廃棄物焼却の( )に示す値は、CH4及び N2O の排出量を CO2換算した値を示す。 

  2）新施設の電気の使用の数値は、旧施設と比較するため評価書時の排出係数を用いて算出している。また、電気

の使用の( )に示す値は、参考までに現在契約している電気事業者の排出係数を用いて算出した。算出方法の詳

細は資料編「資料 7 温室効果ガス算出のための資料」参照。 

3）旧施設とは、太田市清掃センター３号炉及び４号炉、大泉町外二町清掃センターの３施設を示す。 
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(2) 自動車交通の発生 

自動車交通の発生による燃料使用量等調査結果を表 4.2.6-4に示す。 

 

表 4.2.6-4 調査結果 

項目 

旧施設稼働時 

(平成 27 年度) 
予測結果 

新施設（クリーンプラザ）稼働時 

(令和 3 年度) 

廃棄物運搬車両 持込車両 廃棄物運搬車両 廃棄物運搬車両 持込車両 

想定年間走行距離（km/年） 162,421 588,200 395,064 285,298 716,500 

燃費(km/l) 燃料：軽油 3.4 - 3.4 3.7 - 

燃費(km/L) 燃料：ガソリン - 11.5 - - 12.8 

燃料使用量(kl/年) 47.771 51.148 116.195 77.108 55.977 

注：新施設稼働時の燃料使用量についての算出方法は、「資料編 7 温室効果ガス算出のための資料」を参照。 

予測結果について、計画施設（新施設）が稼働した場合、持込車両台数は減少すると予測されるが、台数について 

は明確でないため、全て廃棄物運搬車両として算出している。 

新施設稼働時の燃費については、「自動車燃料消費量統計年報令和 2 年度分」（国土交通省）を参考に算出した。 

廃棄物運搬車両の燃費は大型車と同様とした。 

 

自動車交通の発生に伴う温室効果ガスの排出量を算出すると、表 4.2.6-5に示すとおりである。 

温室効果ガスの排出量については、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年 10 月 9 日）

に基づき以下の式により求めた。 

 

（ 燃   料 ） 燃料使用量(kL)×単位発熱量(GJ/kL)×排出係数(tC/GJ)×44/12 

 

自動車交通の発生による温室効果ガスの排出量は 327tCO2/年であり、旧施設稼働時と比較すると、

35.7％の増加となり、予測結果と比較してもやや排出量は多くなっていた。旧施設稼働時よりも増加

した要因として、廃棄物の収集運搬距離が広域化に伴い増加したためと考えられる。 

 

表 4.2.6-5 温室効果ガス排出量（自動車交通の発生） 

項目 
旧施設稼働時 

(平成 27 年度)         
予測結果         

新施設 

（クリーンプラザ） 

稼働時 

(令和 3年度) 

削減量 

(旧施設-新施設)         

削減率 

(削減量/旧施設×100) 

合計排出量 

（tCO2/年） 
241 299 327 -86 -35.7％ 
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(3) 供用時の温室効果ガス排出量 

供用による温室効果ガス排出量について、焼却施設の稼働と自動車交通の発生に伴う排出量を合計

すると、表 4.2.6-6に示すとおりである。自動車交通の発生に伴う排出量は増加していたが、排出量

の合計は旧施設稼働時から 70.3％の削減となり、予測結果と比較しても低い値となった。よって、環

境保全目標である「温室効果ガスの排出量が可能な限り低減されていること。」は満足している。 

表 4.2.6-6 供用による温室効果ガス排出量 

単位： tCO2/年 

項目 
旧施設稼働時 

(平成 27 年度) 
予測結果 

新施設 
（クリーンプラザ）

稼働時 
（令和３年度） 

削減量 

(旧施設－新施設) 

削減率 

(削減量/旧施設×100) 

焼却施設の稼働に伴う 

温室効果ガス排出量 
52,910 24,022 15,480 37,430 70.7% 

自動車交通の発生に伴う 

温室効果ガス排出量 
241 299 327 -86 -35.7% 

合計排出量 53,151 24,321 15,807 37,344 70.3% 
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3 調査結果と予測結果及び環境保全目標との比較 

調査結果、予測結果及び環境保全目標または自主基準値との比較について表 4.3に示す。 

調査結果はすべての項目で環境保全目標または自主基準値を満足していた。 

 

表 4.3(1/4)  調査結果と予測結果及び環境保全目標との比較 

 

 

 

 

  

4月 6月 8月 10月 12月 2月

硫黄酸化物 (ppm) 18 15 10 6 8 6 30

ばいじん (g/m3N) <0.0006 <0.0006 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01

窒素酸化物 (ppm) 28 30 24 23 26 30 50

塩化水素 (ppm) 27 32 30 6.3 18 40 50

水銀 (μg/m3N) 0.37 0.21 0.18 1.1 0.2 0.036 30

ダイオキシン類 (ng-TEQ/m3N) 0.0029 - - 0.000031 - - 0.05

硫黄酸化物 (ppm) 13 14 7.3 8.5 9.4 5.5 30

ばいじん (g/m3N) <0.0006 <0.0006 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01

窒素酸化物 (ppm) 29 30 26 23 29 29 50

塩化水素 (ppm) 31 32 26 16 12 14 50

水銀 (μg/m3N) 0.24 0.27 0.063 0.14 0.16 0.06 30

ダイオキシン類 (ng-TEQ/m3N) 0.000091 - - 0.000015 - - 0.05

ばい煙
調査

調査結果は自主
基準値を満足し
ている。

1号炉

2号炉

調査結果
（令和３年度）

煙突

区分 調査地点 調査項目 自主基準値
自主基準値
との比較
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表 4.3(2/4)  調査結果と予測結果及び環境保全目標との比較 

 

 

 

  

区分 調査結果 予測結果 環境保全目標
環境保全目標との

比較

風上 <10 <10 15

風下 <10 <10 15

1号炉 12 - 49

2号炉 15 - 49

朝 43 dB 48 dB 45 dB

昼間 48 dB 49 dB 50 dB

夕 43 dB 44 dB 45 dB

夜間 39 dB 43 dB 40 dB

朝 45 dB 46 dB 50 dB

昼間 47 dB 46 dB 55 dB

夕 45 dB 44 dB 50 dB

夜間 45 dB 44 dB 45 dB

朝 47 dB 48 dB 50 dB

昼間 48 dB 49 dB 55 dB

夕 43 dB 42 dB 50 dB

夜間 41 dB 41 dB 45 dB

Leq 87 dB

L50 84 dB

Lgeq 81 dB

LG5 86 dB

Leq 84 dB

L50 78 dB

Lgeq 81 dB

LG5 87 dB

Leq 91 dB

L50 89 dB

Lgeq 86 dB

LG5 90 dB

昼間 <30 dB 48 dB 45 dB

夜間 <30 dB 49 dB 50 dB

昼間 <30 dB 46 dB 50 dB

夜間 <30 dB 46 dB 55 dB

昼間 <30 dB 48 dB 50 dB

夜間 <30 dB 49 dB 55 dB

排ガス 4 Bq/m3

焼却灰 19 Bq/kg

排ガス 4 Bq/m3

焼却灰 17 Bq/kg

123 Bq/kg

注：敷地境界は、新施設(クリーンプラザ)の敷地境界を示す。

2号炉

ばいじん

一般環境中の
放射性物質

1号炉
高濃度の放射性物質
に汚染された可燃ご
みの搬入の可能性も
なく、排ガス、焼却
灰等に含まれる放射
性物質濃度は問題な
いものと考える。

放射性物質の移動、
排出により、その汚
染範囲を拡大させな
いこと。

排ガスは不検出、焼却
灰及びばいじんは参考
となる放射性物質汚染
対処特措法に基づく指
定基準（8,000Bq/kg）
を下回っている。よっ
て、環境保全目標を満
足している。

放射性物質

低周波音の発生源とな
る機器等は屋内に設置
している等環境保全措
置を実施している。ま
た、近接する太田高等
特別支援学校、とうも
うさわの寮等の施設や
近隣住民から低周波音
による苦情は寄せられ
ていないことから環境
保全目標を満足してい
る。

調査結果は環境保全目
標を満足している。

定量的予測は困難で
あるため、事後調査

を実施する。

低周波音の発生を可
能な限り抑制するこ

と。

振動レベル

L10

西側

施設稼働
低周波音

北側

低周波音
レベル

東側

西側

施設稼働振動 敷地境界

北側

東側

敷地境界

工場棟

施設稼働騒音 敷地境界

北側

騒音レベル

L5

調査結果は環境保全目
標を満足している。

東側

西側

調査地点

施設からの
悪臭

敷地境界

調査結果は環境保全目
標を満足している。

煙突

調査項目

臭気指数
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表 4.3(3/4)  調査結果と予測結果及び環境保全目標との比較 

  調査地点 調査項目 調査結果 予測結果 環境保全目標
環境保全目標との

比較

二酸化硫黄

（SO2)
0.003 ppm

(0.002 ppm)
0.006 ppm

浮遊粒子状物質
(SPM)

0.024 mg/m3

(0.015 mg/m
3
)

0.049 mg/m
3

二酸化窒素
（NO2)

0.022 ppm
(0.008 ppm)

0.028 ppm

塩化水素 <0.002 ppm 0.010 ppm

水銀 1.6 ng/m
3 -

ダイオキシン類 0.0069 pg-TEQ/m3 0.047 pg-TEQ/m3

二酸化硫黄

（SO2)
0.003 ppm

(0.001 ppm)
0.004 ppm

浮遊粒子状物質
(SPM)

0.029 mg/m3

(0.015 mg/m
3
)

0.049mg/m
3

二酸化窒素
（NO2)

0.022 ppm
(0.008 ppm)

0.027 ppm

塩化水素 <0.002 ppm 0.010 ppm

水銀 2.1 ng/m
3 -

ダイオキシン類 0.0093 pg-TEQ/m3 0.052 pg-TEQ/m
3

二酸化硫黄

（SO2)
0.002 ppm

(0.001 ppm)
0.006 ppm

浮遊粒子状物質
(SPM)

0.026 mg/m3

(0.014 mg/m
3
)

0.049mg/m3

二酸化窒素
（NO2)

0.024 ppm
(0.011 ppm)

0.030 ppm

塩化水素 <0.002 ppm 0.010 ppm

水銀 1.8 ng/m
3 -

ダイオキシン類 0.0089 pg-TEQ/m3 0.063 pg-TEQ/m
3

二酸化硫黄

（SO2)
0.002 ppm

(0.002 ppm)
0.006 ppm

浮遊粒子状物質
(SPM)

0.028 mg/m3

(0.016 mg/m3)
0.049mg/m

3

二酸化窒素
（NO2)

0.020 ppm
(0.007 ppm)

0.028 ppm

塩化水素 <0.002 ppm 0.010 ppm

水銀 1.7 ng/m
3 -

ダイオキシン類 0.0085 pg-TEQ/m3 0.059 pg-TEQ/m
3

二酸化窒素

（NO2)
0.011 ppm

(0.007 ppm)
0.028 ppm

浮遊粒子状物質
(SPM)

0.018 mg/m3

(0.010 mg/m3)
0.032 mg/m

3

二酸化窒素

（NO2)
0.012 ppm

(0.007 ppm)
0.026 ppm

浮遊粒子状物質
(SPM)

0.013 mg/m3

(0.009 mg/m
3
)

0.034 mg/m3

注：1)調査結果は日平均最高濃度、（　）は期間内平均濃度を示す。
　　　また、予測結果は日平均予測濃度（98％または２％除外値）を示す。

調査結果は
環境保全目標を
満足している。

区分

大
気
質

No.2
天神公園

自動車交通
の発生

焼却施設の
稼働

No.3
西矢島公園

No.6
市道1級26号線

No.8
市道1級30号線

二酸化硫黄
日平均値：0.04ppm

以下

浮遊粒子状物質
日平均値：

0.10mg/m
3
以下

二酸化窒素
日平均値：0.04～
0.06ppmのゾーン内

又はそれ以下

ダイオキシン類
年間平均値：0.6pg-

TEQ/ｍ
3
以下

塩化水素
目標環境濃度：
0.02ppm以下

水銀
指針値：

40ng/m3

浮遊粒子状物質
日平均値：

0.10mg/m3以下

二酸化窒素
日平均値：0.04～
0.06ppmのゾーン内

又はそれ以下

No.5
由良町寺家
区民広場

No.4
西新町1号公園
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表 4.3(4/4)  調査結果と予測結果及び環境保全目標との比較 

 

  

調査地点 調査結果 予測結果 環境保全目標
環境保全目標との

比較

No.6
市道1級26号線

64.9 dB 66.0 dB

No.8
市道1級30号線

63.9 dB 68.5 dB

No.6
市道1級26号線

41 dB 50 dB

No.8
市道1級30号線

36 dB 43 dB

振
動

自動車交通
の発生

区分

騒
音

自動車交通
の発生

景
観

建築物の存
在

主要眺望地点
5地点

建屋全体の大きさが
計画当初よりも小さ
くなったことで圧迫
感 は 軽 減 さ れ て い
る。また、シンプル
な色彩・デザインと
なっており、施設の
存在による景観への
影響は軽減されてい
る。

環境保全措置を講じ
ることにより施設の
存在による景観への
影響は低減される。

廃
棄
物
等

焼却施設の
稼働

新施設
（クリーンプラ

ザ）

焼却残渣の56.34％
を資源化している。

焼却残渣の約32%以上
を資源化する。

温
室
効
果
ガ
ス

焼却施設の
稼働、

自動車交通
の発生

新施設
（クリーンプラ

ザ）
15,807 tCO2 24,321 tCO2

温室効果ガスの排出
量が可能な限り低減
されていること

温室効果ガスは予測
結果以上に減少させ
ており、環境保全目
標を満足している。

調査項目

環境保全措置の
実施状況

（温室効果ガス
排出量）

環境保全措置
の実施状況

（廃棄物の排出
量）

主要眺望地点
からの景観

景観への影響が事業
者の実行可能な範囲
で回避又は低減され
ていること。

適切な環境保全措置
を講じており、施設
の存在による影響は
低減されていると考
えられることから環
境保全目標を満足し
ている。

廃棄物の排出量を出
来る限り抑制するこ
と。

目標である焼却残渣
の約32%以上を資源化
しており、環境保全
目 標 を 満 足 し て い
る。

調査結果は環境保全
目標値を満足してい
る。

65 dB以下
調査結果は環境保全
目標値を満足してい
る。

65 dB以下
騒音レベル

LAeq

振動レベル

L10
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第５章 調査結果の検討結果及び今後講ずる措置 

 

1 調査結果が予測結果と著しく異なる場合のその原因の検討結果 

第４章で示したとおり、調査結果は評価書の予測値と同程度または低い結果であり、環境保全措置

についても適切に実施されており、すべての項目において環境保全目標を満足していた。 

 

2 追加の環境保全措置等 

上記のとおり、各項目について、予測結果と同程度または低い結果となり、環境保全措置について

も適切に実施されていることから、追加の環境保全措置等は講じていない。 

 

3 事後調査計画を見直した場合の事後調査計画等 

供用時の事後調査計画については、特に見直すべき事項はなかった。 

 

4 事後調査の結果の公表 

太田市外三町広域清掃組合ホームページにおいて、最新の排ガス濃度等維持管理状況が常時公表さ

れている。 

 

 

 

  

5-1



第６章 事後調査を委託した者の名称・代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

事後調査に係る業務の委託先は以下のとおりである。 

   名 称：株式会社 日建技術コンサルタント 群馬営業所 

   代表者氏名：所長 岸江 洋充 

   所 在 地：群馬県伊勢崎市羽黒町 21番地 16 
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